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第１章 調査要領  

1. ⽬的  

公園の⼀種である都市公園には、防災、環境保全、景観形成、健康増進、⽂化教養、⼦育て⽀援、

観光振興、地域経済の活性化などの⾯から様々な設置効果が期待される。県内都市公園は、復帰当時、

⼈⼝ 1 ⼈当たりの都市公園⾯積が 0.7 ㎡で、全国平均 2.8 ㎡の３割にも満たなかったが、計画的な整

備が⾏われた結果、⼈⼝ 1 ⼈当たりの都市公園⾯積は、全国平均を上回る程度の⽔準にまで達した。 

その⼀⽅で、公園施設の⽼朽化が進⾏し、その魅⼒を⼗分発揮できていない都市公園も散⾒される。⼈

⼝減少が進み、地⽅公共団体の財政制約等も深刻化する中で、公園施設を適切に更新し、都市公園の

質を向上させることが課題となる。 

このような中で、財源や新たな活⽤アイディア等の創出が期待される公⺠連携⼿法の活⽤が進んでいる。

県内市町村においても、沖縄市コザ運動公園における「公募設置管理制度（Park-PFI）」を活⽤した宿

泊施設等の整備をはじめ、公⺠連携⼿法の活⽤に向けたサウンディング等も活発化している。 

本調査は、「県内都市公園の現況と課題」の把握・分析により、都市公園のストック効果の向上や柔軟

な活⽤、公⺠連携の推進に資する情報提供を⾏うことを⽬的に実施した。 

2. 調査内容  

調査対象 
県内 21 市町村（都市公園を有する県内市町村） 

*都市計画区域外にて特定地区公園（カントリーパーク）を有する久⽶島町を除く。 

調査⽅法 アンケート調査及び個別ヒアリングの実施。 

調査項⽬ 
(1) 整備の現況 
(2) 管理運営の現況 
(3) 多様な主体（市⺠・⺠間事業者）との連携 

調査時期 令和 4 年 12 ⽉ 16 ⽇〜令和 5 年 1 ⽉ 27 ⽇ 

実施主体 

・沖縄振興開発⾦融公庫 調査部 地域連携情報室(徳松 安史、池原 雄太) 
・琉球⼤学 国際地域創造学部 教授 獺⼝ 浩⼀ 
・琉球⼤学 獺⼝ゼミナール  
４年次 當⼭ ⾹鈴、与座 由登、⾦城 ⼤ 
３年次 喜納 ⼀媛、佐久本 晟⾄、⻄本 義朗、⻄銘 藍果 

その他 

 

 

 

（図表 9、10、11、16、17、18、19、20、27、28、29、30、31、32、33、34、 
35、37、38、39、40、43、45、46、47、48、51、52、54、58、59）は、回答市町 
村数を⺟数とした割合を⽰している。四捨五⼊の関係上、合計が 100%にならない場 
合がある。複数回答（複数の選択肢から２つ以上の選択肢を選ぶ設問）の場合も、
総回答数ではなく回答市町村数を⺟数とするため合計が 100%を超える場合が 
ある。 
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第２章 都市公園の概要等  

1. 都市公園とは  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2. 都市公園の多様な機能（都市公園のストック効果）  

効果分類 内容 

①防災性向上効果 災害発⽣時の避難地、防災拠点等となることによって、都市の安全性を向上させる効果 

②環境維持・改善効果 ⽣物多様性の確保、ヒートアイランドの解消等都市環境の改善をもたらす効果 

③健康・レクリエーション空間提供効果 健康運動、レクリエーションの場となり⼼⾝の健康増進等をもたらす効果 

④景観形成効果 季節感を享受できる景観の提供、良好な街並みの形成効果 

⑤⽂化伝承効果 地域の⽂化を伝承、発信する効果 

⑥⼦育て、教育効果 ⼦どもの健全な育成の場を提供する効果 

⑦コミュニティ形成効果 地域のコミュニティ活動の拠点となる場、市⺠参画の場を提供する効果 

⑧観光振興効果 観光客の誘致等により地域の賑わい創出、活性化をもたらす効果 

⑨経済活性化効果 企業⽴地の促進、雇⽤の創出等により経済を活性化させる効果 
（出典）国⼟交通省都市局 公園緑地・景観課「都市公園のストック効果向上に向けた⼿引き」。 

【都市公園法（昭和三⼗⼀年四⽉⼆⼗⽇法律第七⼗九号）】 

第⼆条 この法律において「都市公園」とは、次に掲げる公園⼜は緑地で、その設置者である地⽅公共団体⼜は国が当該公園⼜は緑地に設ける公園施設を含むものとする。 

⼀ 都市計画施設（都市計画法 （昭和四⼗三年法律第百号）第四条第六項 に規定する都市計画施設をいう。次号において同じ。）である公園⼜は緑地で地⽅公 

共団体が設置するもの及び地⽅公共団体が同条第⼆項に規定する都市計画区域内において設置する公園⼜は緑地 

⼆ 次に掲げる公園⼜は緑地で国が設置するもの 

イ ⼀の都府県の区域を超えるような広域の⾒地から設置する都市計画施設である公園⼜は緑地（ロに該当するものを除く。） 

ロ 国家的な記念事業として、⼜は我が国固有の優れた⽂化的資産の保存及び活⽤を図るため閣議の決定を経て設置する都市計画施設である公園⼜は緑地 

（出典）国⼟交通省都市局 公園緑地・景観課「都市公園における官⺠連携の推進」。 
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3. 都市公園の種別  

種類 種別 内容 

住区基幹公園 街区公園 もっぱら街区に居住する者の利⽤に供することを⽬的とする公園で誘致距離 250m の範囲内 

で１箇所当たり⾯積 0.25ha を標準として配置する。 

近隣公園 主として近隣に居住する者の利⽤に供することを⽬的とする公園で近隣住区当たり１箇所を 

誘致距離 500m の範囲内で１箇所当たり⾯積２ha を標準として配置する。 

地区公園 主として徒歩圏内に居住する者の利⽤に供することを⽬的とする公園で誘致距離１km の範 

囲内で１箇所当たり⾯積４ha を標準として配置する。都市計画区域外の⼀定の町村におけ 

る特定地区公園（カントリ－パ－ク）は、⾯積４ha 以上を標準とする。 

都市基幹公園 総合公園 都市住⺠全般の休息、観賞、散歩、遊戯、運動等総合的な利⽤に供することを⽬的とする 

公園で都市規模に応じ１箇所当たり⾯積 10〜50ha を標準として配置する。 

運動公園 都市住⺠全般の主として運動の⽤に供することを⽬的とする公園で都市規模に応じ１箇所 

当たり⾯積 15〜75ha を標準として配置する。 

⼤規模公園 広域公園 主として⼀の市町村の区域を超える広域のレクリエ－ション需要を充⾜することを⽬的とする公 

園で、地⽅⽣活圏等広域的なブロック単位ごとに１箇所当たり⾯積 50ha 以上を標準として 

配置する。 

緩衝緑地等 特殊公園 ⾵致公園、動植物公園、歴史公園、墓園等特殊な公園で、その⽬的に則し配置する。 

都市緑地 主として都市の⾃然的環境の保全並びに改善、都市の景観の向上を図るために設けられてい 

る緑地であり、１箇所あたり⾯積 0.1ha 以上を標準として配置する。但し、既成市街地等に 

おいて良好な樹林地等がある場合あるいは植樹により都市に緑を増加⼜は回復させ都市環 

境の改善を図るために緑地を設ける場合にあってはその規模を 0.05ha 以上とする。(都市計 

画決定を⾏わずに借地により整備し都市公園として配置するものを含む) 

  （出典）国⼟交通省都市局 公園緑地・景観課「都市公園の種類」。 
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4. 都市公園における公⺠連携⼿法  

制度名 根拠法 事業期間 特徴 

指定管理者制度 地⽅⾃治法 3-5 年程度 ・⺠間事業者等の⼈的資源やノウハウを活⽤した施設の管理運営の

効率化（サービスの向上、コストの縮減）が主な⽬的。⼀般的には施

設整備を伴わず、都市公園全体の運営維持管理を実施。 

設置管理許可制度 都市公園法第 5 条 10 年（更新可） ・公園管理者以外の者に対し、都市公園内における公園施設の設

置、管理を許可できる制度。⺠間事業者が売店やレストラン等を設置

し、管理できる根拠となる規定。 

PFI 事業 

（Private Finance 

Initiative） 

PFI 法 10-30 年程度 ・⺠間の資⾦、経営能⼒等を活⽤した効率的かつ効果的な社会資本

の整備、低廉かつ良好なサービスの提供が主な⽬的。都市公園ではプ

ールや⽔族館等⼤規模な施設での活⽤が進んでいる。 

その他（DB、DBO 等） - - ・⺠間事業者に設計・建設等を⼀括発注する⼿法（DB）や、⺠間

事業者に設計・建築・維持管理・運営等を⻑期契約等により⼀括発

注・性能発注する⼿法（DBO）等がある。 

公募設置管理許可制度

（Park-PFI） 

都市公園法第 5 条

の 2〜5 条の 9 

20 年以内 ・飲⾷店、売店等の公募対象公園施設の設置⼜は管理と、その周辺

の園路、広場等の特定公園施設の整備、改修等を⼀体的に⾏う者

を、公募により選定する制度。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典︓国⼟交通省「都市公園の質の向上に向けた Park-PFI 活⽤ガイドライン」。 
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公募設置管理許可制度

（Park-PFI） 

都市公園法第 5 条

の 2〜5 条の 9 

20 年以内 ・飲⾷店、売店等の公募対象公園施設の設置⼜は管理と、その周辺

の園路、広場等の特定公園施設の整備、改修等を⼀体的に⾏う者

を、公募により選定する制度。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典︓国⼟交通省「都市公園の質の向上に向けた Park-PFI 活⽤ガイドライン」。 
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第３章 調査要旨  

第 4 章  

整備の現況 

（P6〜） 

 県内都市公園は、820 箇所、1535 ㏊が整備（令和 2 度末時点）され、都市計
画区域内⼈⼝ 1 ⼈当たり都市公園⾯積は 11m²と、全国平均の 10.7 ㎡を若⼲
上回っている。 

 都市計画決定後、未整備の県内都市公園は 89 箇所、未開設⾯積は約 300ha
となっている。 

 供⽤中の都市公園のうち、設置から 20 年以上経過したものが令和２年度末時点
で約 7 割を占める。 

 県内都市公園の約 5 割は、0.25ha 未満の⼩規模公園が占める。 
第 5 章  

管理運営の現況 

（P16〜） 

 

 県内市町村の都市公園に関する維持管理費は増加傾向にある⼀⽅、建設事業費
は減少傾向にある。 

 県内市町村の都市公園部⾨職員数は横ばいで推移しており、職員⼀⼈当たり公
園管理箇所数は増加傾向にある。 

 指定管理者制度は、14 市町村、県内都市公園の約 3 割（259 箇所）で導⼊さ
れており、都市基幹公園（総合・運動公園）での導⼊率が⾼い。また、住区基幹
公園（街区・近隣・地区公園）においては、複数公園を⼀括して指定する形での
導⼊が約 9 割を占める。また、指管理者の属性は、「⺠間企業」が最も多く、指定管
理業務は、「公園施設及び付属設備の維持管理・修繕」、「利⽤料⾦の収受」、
「⾏為許可・利⽤許可」、「公園施設の利⽤の禁⽌⼜は制限」などが主な内容となっ
ている。 

 業務委託は、12 市町村、県内都市公園の約 5 割（431 箇所）で実施されてお
り、住区基幹公園（街区・近隣・地区公園）での実施率が⾼い。また、業務受託
者の属性は、「公益法⼈」が最も多く、業務内容は、「除草・草刈り」・「清掃」、「剪
定・刈込」などが主な内容となっている。 

 管理運営の課題は、「維持管理コスト」や「施設・遊具の⽼朽化への対応・安全性
の確保」が多い。 

第 6 章  

多様な主体 

（市⺠・⺠間事 

業者等）との 

連携（P25〜） 

 

 公園ボランティア制度は 8 市町村で導⼊されており、189 箇所の都市公園で 258
団体が活動している。 

 「地域住⺠団体等」への管理業務の委託等は、地域に⾝近な公園を中⼼にみられ
る。 

 公⺠連携⼿法の活⽤は「設置管理許可制度」が最も多く、次いで、「指定管理者
制度」が多い。 

 公⺠連携⼿法の活⽤に向けては、「庁内での検討・調整」にとどまる市町村が多いも
のの、公募設置管理制度（Park-PFI）導⼊に向けた「サウンディング」などの実施も
みられる。 

 公⺠連携⼿法の活⽤にあたり、⺠間事業者に期待する事項としては、「専⾨知識・
ノウハウ・⼈材」や「企画⽴案」、「事業資⾦」などが主な内容となっている。 
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第４章 整備現況等について  

1. 整備現況について  

復帰当時の県内都市公園は、都市整備の遅れや、乏しい財政事情等のため、全国でも最下位という整

備状況であった。昭和 47 年の都市計画区域内における⼈⼝ 1 ⼈当たりの都市公園⾯積は 0.7 ㎡で、全

国平均 2.8 ㎡の３割にも満たなかったが、計画的な整備が⾏われた結果、令和 2 年度末時点において、

⼈⼝⼀⼈当たりの都市公園⾯積は 11 ㎡と全国平均 10.7 ㎡を若⼲上回る程度の⽔準にまで達した。そ

の⼀⽅で、都市計画区域別に⾒ると、⼈⼝の集中する那覇広域・南城区域と中部広域区域の⼈⼝⼀⼈

当たり都市公園⾯積は、全国平均を下回っている。 

図表 1 都市公園等⾯積・箇所数・1 ⼈当たり⾯積の推移（県内）* 

 

図表２ 都市公園等⾯積・箇所数・1 ⼈当たり⾯積の推移（全国） 
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（出所）国⼟交通省「都市公園等整備現況調査」より作成。 

（出所）国⼟交通省「都市公園等整備現況調査」より作成。 

（箇所、ha） 

（㎡/⼈） 

（年度） 

（年度） 

*県営公園・国営公園を含む。 
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*県営公園・国営公園を含む。 
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図表 3 昭和 47 年度と令和２年度の県内都市公園整備現況*の⽐較 

   

 

 

図表 4 県内都市公園事業の推移 

        

沖縄県 全国
S47 32 48.8 0.74 2.8
R2 820 1535 11 10.7

⼀⼈当たり供⽤⾯積（㎡/⼈）
年度 整備（箇所） ⾯積（ha)

（出所）内閣府「社会資本整備の実績と現状について」及び沖縄県「沖縄２１世紀ビジョン基本計画（沖縄振興計画）等総点検報告書」より作成。 
*県営公園・国営公園を含む。 

（出典）沖縄県⼟⽊部「令和 4 年度⼟⽊建築部要覧」 
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2. 未整備都市公園について  

未整備都市公園は、都市計画決定しているにもかかわらず⻑期未整備となっている都市公園であり、事

業費の総額が⼤きいため事業に着⼿できないものや、⽤地買収が困難であったもの、公園整備の途上で未

整備区域の優先度が下がり事業着⼿が遅れてしまったものなどがある。このような未整備都市公園は、周辺

環境の変化に伴う事業費の増加や、周辺類似施設の整備に伴う整備の必要性の低下など、⻑期間未整

備のままであったことにより、過去に計画した公園配置が社会情勢の変化や地域の実情になじまなくなってい

る可能性がある。また、公共⽤地の有効活⽤という観点からも、未整備都市公園の計画等の変更や⾒直し

など未整備状況の解消に向けた取り組みが急がれる。 

「都市計画運⽤指針（国⼟交通省）」（P12 参照）においても、都市計画決定されてから⻑期にわた

り事業が⾏われていない公園を含む都市施設の計画の⾒直しについて、検討の必要性が⽰されている。 

 

 

 

図表 7 未整備都市公園*の公園種別箇所数・⾯積（令和 4 年 12 ⽉ 1 ⽇時点） 
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（箇所） （ha） 

*⼀部未整備の都市公園を含む。 
（出所）本アンケート調査結果より作成。 
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*⼀部未整備の都市公園を含む。 
（出所）本アンケート調査結果より作成。 
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図表 8 未整備都市公園*の都市計画決定後経過年数（令和 4 年 12 ⽉ 1 ⽇時点） 

 

図表 9 未整備の主な理由                   図表 10 未整備に伴う課題 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表 11 未整備公園解消に向けた取組 
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無 回 答
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周 辺 環 境 の 変 化 に 伴 う 事 業 費 の 増 加

都市計画区域内における建築制限の⻑期化

公 園 整 備 の 必 要 性 の 変 化

そ の 他
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廃 ⽌ ⼜ は ⼀ 部 廃 ⽌

対 処 ⽅ 針 ・ ガ イ ド ラ イ ン 等 の 策 定

そ の 他

無 回 答

（出所）本アンケート調査結果より作成。 
*⼀部未整備の都市公園を含む。 

(ｎ＝15、総回答数 30) 

(複数回答) (複数回答) 

（出所）本アンケート調査結果より作成。 
(ｎ＝15、総回答数 27) 

（出所）本アンケート調査結果より作成。 

(ｎ＝15、総回答数 26) 
（出所）本アンケート調査結果より作成。 

(複数回答) 
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（参考）「都市計画運⽤指針（国⼟交通省）」 

Ⅳ-2-2 Ⅰ）2. 都市施設に関する都市計画の⾒直しの考え⽅ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

都市施設の計画については、都市計画基礎調査の結果等を踏まえ、地域整備の⽅向性の⾒直しとあわせて、その必要性

や配置、規模等の検証を⾏い、必要に応じて都市計画の変更を⾏うべきである。 

この場合、⽬指すべき都市像を実現するために都市計画決定された都市施設については、その整備に相当程度⻑期間を

要するものであり、その実現に向け⼀定の継続性が要請されるものであることから、変更は慎重に⾏われるべきものである。ま

た、都市内においては個々の都市施設がそれぞれ個別に機能を果たすものではなく、各施設が相互に組み合わさって総体とし

て機能が発揮されるものであることから、⾒直しに当たっては、そのような総合性、⼀体性の観点から施設の配置、規模等につ

いての検討を⾏うことが必要である。 

都市の将来像を実現するために都市計画決定されたが、その後⻑期にわたり事業が⾏われていない施設の問題について 

は、その計画の変更は慎重に⾏われるべきものではあるが、これまでの運⽤においては⼀度都市計画決定した施設の都市計 

画の変更についてあまりにも慎重すぎたきらいもある。⻑期的にみれば都市の将来像も変わり得るものであり必要に応じ変更 

の検討を⾏うことが望ましい。 

この場合、都市施設の都市計画は都市の将来の⾒通しの下、⻑期的視点からその必要性が位置づけられているものであ 

り、単に⻑期にわたって事業に着⼿していないという理由のみで変更することは適切ではない。都市施設の配置の変更や規 

模の縮⼩、廃⽌は、個別の箇所や区間のみを対象とした検討を⾏うのではなく、都市の来像を踏まえ、都市全体あるいは影 

響する地域全体としての施設の配置や規模等の検討を⾏い、その必要性の変更理由を明らかにした上で⾏われるべきであ 

る。 
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3. 県内都市公園の設置経過年数  

県内では、昭和 47 年の本⼟復帰以降、集中的に整備された公共施設の⽼朽化が進み、今後、その 

多くが⼤規模改修や更新の時期を迎える。都市公園についても例外ではなく、供⽤中の都市公園のうち、

設置から 20 年以上経過したものは令和２年度末時点で約 7 割、10 年後には約 9 割に達する⾒込みで

ある。また、遊具については、設置から 20 年以上経過したものが約４割を占める。 

   

図表 12 県内都市公園*の設置経過年数 

 
 

図表 13 県内都市公園の遊具設置経過年数 

  

70%

30%

10%

90%
設置から20年以上

設置から20年未満

令和２年度末時点

設置から20年以上

設置から20年未満

令和1２年度末時点（推計）

5年未満 5〜10年未満 10〜15年未満 15〜20年未満 20〜25年未満 25〜30年未満 30年以上 不明

基数 441 568 291 348 325 305 443 19

割合 16% 21% 11% 13% 12% 11% 16% 1%

16%

21%

11%

13%
12%

11%

16%

1%
0%

5%

10%

15%

20%

25%

0

100

200

300

400

500

600

（出所）国⼟交通省「都市公園等整備現況調査」より作成。 
*県営公園・国営公園を含む。 

*県営公園を含む。 
（出所）国⼟交通省「令和元年度都市公園等維持管理現況調査」より作成。 
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4. ⼩規模公園について  

県内都市公園の約半数は、最も⾯積の⼩さな種別の都市公園である街区公園の標準⾯積に満たな

い 0.25ha 未満の⼩規模公園が占め、都市計画区域別にみると「那覇広域・南城」や「中部広域」区

域に多い。 

このような⼩規模公園の多くは、⼟地区画整理事業や開発⾏為によって設置され、⾝近な公園として

地域コミュニティの活動の場や防災拠点として重要な役割を担う⼀⽅、①数多くの公園が地域に分散し

て配置されていることに伴う維持管理コストの負担や、②施設・遊具の⽼朽化等への対応・安全性の確

保、③防犯上の懸念、④近隣住⺠からの苦情といった課題を抱えており、今後、「都市公園を使いこな

す」上では、これらの課題を踏まえた⼩規模公園の維持管理や活⽤における⼯夫が重要となる。 

図表 14 0.25ha 未満の⼩規模公園箇所数（令和 4 年 12 ⽉ 1 ⽇時点） 

 

図表 15 0.25ha 未満の⼩規模公園箇所数（区域別） 

 

中部広域
155箇所
（35％）

那覇広域・南城
263箇所
（59％）

名護・本部
23 箇所 

宮古・⽯垣 

街区公園 

602 箇所 

（73％） 

近隣・地区公園*  

都市基幹公園* 

広域・その他公園* 

0.25ha 以上 

  0.20ha 以上 0.25ha 未満 75 箇所(9％) 

  0.15ha 以上 0.20ha 未満 83 箇所(10％) 

  0.10ha 以上 0.15ha 未満 114 箇所(14％) 

  0.5ha 以上 0.10ha 未満 84 箇所(10％) 

 0.5ha 未満 91 箇所(11％) 

0.25ha 未満  

 

*県営公園・国営公園を含む。 
（出所）本アンケート調査結果より作成。 

54％ 

（5％） 

155 箇所 (19％) 

80 箇所（10％） 

36 箇所（4％） 

   109 箇所（13％） 

（出所）本アンケート調査結果より作成。 

（令和 4 年 12 ⽉１⽇時点） 

（1％） 
6 箇所 
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図表 16 ⼩規模公園整備⼿法                            図表 17 ⼩規模公園の管理⼿法 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表 18 ⼩規模公園の位置づけ                    図表 19 ⼩規模公園の課題 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表 20 ⼩規模公園の課題解決に向けた取り組み 

 

 

 

 

 

 

 

74%

42%

26%

21%

11%

5%

0% 20% 40% 60% 80%

⼟ 地 区 画 整 理 事 業

開 発 ⾏ 為 *

⽤ 地 買 収

そ の 他

無 回 答

所 管 替 え

(複数回答) 

（出所）本アンケート調査結果より作成。 
(ｎ＝19、総回答数 34) 

 

58%

53%

26%

11%

0% 20% 40% 60% 80%

直 営

地 域 住 ⺠ 団 体 等 * に よ る 管 理

指定管理（地域住⺠団体等によるものを除く）

委 託 （ 地 域 住 ⺠ 団 体 等 に よ る も の を 除 く ）

(複数回答) 

(ｎ＝19、総回答数 28) 
（出所）本アンケート調査結果より作成。 

*都市計画法第 40 条 2 項、または各⾃治体の開発指導条例・要綱等に基づき帰属された開発公園。 

*愛護会、⾃治会、その他ボランティア団体等。 

79%

42%

32%

16%

5%

5%

0% 20% 40% 60% 80%

地 域 コ ミ ュ ニ テ ィ の 場 と し て 重 要

防 災 拠 点 等 と し て 重 要

⼀⼈当たり公園⾯積を増やすために重要

⼀⼈当たり公園⾯積は⼀定⽔準に達した
た め 、 維 持 管 理 や 有 効 活 ⽤ が 課 題

そ の 他

無 回 答

(複数回答) 

(ｎ＝19、総回答数 34) 
（出所）本アンケート調査結果より作成。 

     

79%

63%

53%

42%

42%

32%

32%

26%

11%

5%

0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

維 持 管 理 コ ス ト

施 設 ・ 遊 具 の ⽼ 朽 化 へ の 対 応 ・ 安 全 性の 確 保

効 果 的 ・ 効 率 的 な 維 持 管 理

防 犯

近 隣 住 ⺠ か ら の 苦 情

維 持 管 理 の 担 い ⼿ の 確 保

予 算 の 確 保

利 ⽤ 者 が 少 な い

防 災 機 能 の 強 化

そ の 他

無 回 答

(複数回答) 

(ｎ＝19、総回答数 73) 
（出所）本アンケート調査結果より作成。 

 

42%

42%

37%

26%

16%

16%

11%

11%

5%

0%

0% 10% 20% 30% 40% 50%

再 整 備 、 施 設 ・ 遊 具 の 更 新

地 域 住 ⺠ 団 体 等 へ の 管 理 の 移 管

委 託 ・ 指 定 管 理 等 に よ る 包 括 的 な 管 理

公 園 毎 の 機 能 ・ 役 割 分 担

⺠ 間 事 業 者 へ の 管 理 の 移 管

取 り 組 み な し

統 合 ・ 廃 ⽌ ・ 再 配 置

そ の 他

条 例 等 に よ る 開 発 公 園 の 設 置 免 除

条例等による開発公園の（最低）⾯積基準の引上げ

(複数回答) 

（出所）本アンケート調査結果より作成。 
(ｎ＝19、総回答数 39) 
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第５章 管理運営の現況について  

1. 都市公園費の推移  

   都市公園の増加に伴い、県内市町村の維持管理費（⼈件費・維持補修費・物件費）は増加傾向にあ 

る。その⼀⽅で、都市公園が⼀定程度整備されたことから、建設事業費は減少傾向にある。 

 

図表 21 県内都市公園の維持管理費（県内市町村）の推移* 

 

 

図表 22 県内都市公園の普通建設事業費（県内市町村）の推移* 
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H12 H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2

⼈件費（千円） 維持補修費（千円） 物件費（千円） 1㎡あたり単価

0

2,000,000

4,000,000

6,000,000

8,000,000

10,000,000

12,000,000

14,000,000

16,000,000

H12 H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2

補助事業費 単独事業費

（千円） （円） 

（千円） 

（年度） 

（年度） 

 *都市計画区域内において都市公園を有する県内 21 市町村について集計。 
（出所）総務省「地⽅財政状況調査個別データ」及び国⼟交通省「都市公園等整備現況調査」より作成。 

 *都市計画区域内において都市公園を有する県内 21 市町村について集計。 
（出所）総務省「地⽅財政状況調査個別データ」及び国⼟交通省「都市公園等整備現況調査」より作成。 
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（出所）総務省「地⽅財政状況調査個別データ」及び国⼟交通省「都市公園等整備現況調査」より作成。 
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2. 県内市町村都市公園部⾨職員数の推移 
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（出所）総務省「地⽅公共団体定員管理調査」より作成。 

（⼈） 

 *都市計画区域内において都市公園を有する県内 21 市町村について集計。 

（箇所） （箇所/⼈） 

（年度） 

（出所）総務省「地⽅公共団体定員管理調査」及び国⼟交通省「都市公園等整備現況調査」より作成。 
 *都市計画区域内において都市公園を有する県内 21 市町村について集計。 
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3. 維持管理⼿法等について  

((11)) 指定管理者制度について  

指定管理者制度は、平成 15年の地⽅⾃治改正により創設された制度（地⽅⾃治法第 244条の２ 

第３項。）であり、都市公園を含む公の施設の管理について、⺠間事業者等の能⼒を活⽤しつつ住⺠サー

ビスの質の向上を図り、⾏政経費の節減を図ることを⽬的としている。同制度は、通常の業務委託契約によ

って外部に委ねることができる維持管理業務や清掃等の事実上の業務だけでなく、⾏政処分にあたる施設

の利⽤許可などの権限を含めた管理業務全般を委ねることができ、柔軟な運⽤によって、多様な主体（市

⺠・⺠間事業者等）の参画を促しつつ、利⽤者向けサービスの質を向上させることが期待される。県内市町

村における導⼊状況については以下の特徴がみられた。 

 県内においては、14市町村、県内都市公園の約 3割（259箇所）で導⼊されており、都市基幹

公園（総合・運動公園）での導⼊率が⾼い。また、住区基幹公園（街区・近隣・地区公園）に

おいては、複数公園を⼀括して指定する形での導⼊が約 9割を占める。（図表 25・26） 

 指定管理者の属性は、「⺠間企業」が最も多く、異なる業種の⺠間企業や NPO法⼈によって構成

される共同企業体が指定管理者となる事例も多くみられる。（図表 25） 

 指定管理業務の主な内容は、「公園施設及び付属設備の維持管理・修繕」、「利⽤料⾦の収

受」、「⾏為許可・利⽤許可」、「公園施設の利⽤の禁⽌⼜は制限」などとなっている。（図表 27） 

 指定期間については、「３年以上 5年未満」が最も多く、次いで「5年以上８年未満」が多い。

（図表 29） 

 指定管理者の選定⼿続きについては、「全て公募」が約 6割を占める。（図表 30） 

 公園施設の修繕については、経年劣化に応じて発⽣するもののほか、指定期間中に突発的に発⽣

する場合があり、県内市町村においては、約 8割が「⼀定額以下の修繕は指定管理者が⾏う」と定

めている。（図表 31） 

 都市公園内で発⽣する料⾦収⼊については、指定管理者の収⼊としていることが多い。⼊園料・駐

⾞場・運動施設等の使⽤料収⼊については約 8割、レストラン、売店、イベント等収⼊については約

6割の県内市町村において、指定管理者の収⼊としている。（図表 32・33・34） 

 指定管理者における⾃主事業の実施は、約 9割の県内市町村で認められており、「⾳楽イベント」、

「キッチンカー事業」、「売店・飲⾷店事業」、「スポーツ教室・スポーツ⼤会」など様々な取組が実施さ

れている。（図表 35・36） 

 指定管理者制度導⼊の効果は、「業務負担の軽減」や「業務コストの改善」の⾯で評価が⾼い。

（図表 37） 
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図表 25 指定管理者制度の導⼊状況（その１） 

 

 

図表 26 指定管理者制度の導⼊状況（その２）   図表 27 指定管理業務*の内容 

 

 

図表 28 指定管理者制度の導⼊経過          図表 29 指定管理期間 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表 30 指定管理者の選定⼿続き                     

 

 

 

 

 

 

都市公園

（箇所数）* （箇所数）* （指定管理公園/
都市公園） ⺠間企業** 第３セクター 公益法⼈ NPO法⼈ 地域住⺠団体等 その他

街区公園 602 190 32% 129 0 25 0 3 33

近隣公園 85 22 26% 17 0 4 0 0 1

地区公園 23 7 30% 7 0 0 0 0 0

総合公園 24 11 46% 7 0 1 1 1 1

運動公園 10 6 60% 6 0 0 0 0 0

その他 その他 74 23 31% 13 0 3 0 1 6

818 259 32% 179 0 33 1 5 41

指定管理者属性別管理公園内訳（箇所数）指定管理公園

住区基幹公園

都市基幹公園

公園種別公園種類

計

市町村数 都市公園
（箇所数）*

指定管理者制度導⼊ 14 259

住区基幹公園（街区・近隣・地区公園） 12 219

　うち複数公園を⼀括して指定 7 214

都市基幹公園（総合・運動公園） 10 17

　うち複数公園を⼀括して指定 6 9

（令和 4 年 12 ⽉１⽇時点） 

*県営公園・国営公園を除く。 

（令和 4 年 12 ⽉１⽇時点） 

 

100%

93%

86%

86%

71%

57%

50%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

公園施設及び付属設備の維持管理・修繕

利 ⽤ 料 ⾦ の 収 受

⾏ 為 許 可 ・ 利 ⽤ 許 可

公 園 施 設 の 利 ⽤ の 禁 ⽌ ⼜ は 制 限

⾏ 為 許 可 等 取 消 、 退 去 等 の 監 督 処 分

届 出 等 の 受 理

利 ⽤ 料 ⾦ の 設 定

(複数回答) 

(ｎ＝14、総回答数 76) 

  の事実上の業務だけでなく、⾏政処分にあたる施設の利⽤許可等の権限を含めた管理業務全般を委 
*指定管理者制度は、通常の業務委託契約によって外部に委ねることができる維持管理業務や清掃等 

  ねることができる。 

１期⽬ 

2 市町村（15％） 

3 市町村（23％） 

2 期⽬の公園がある 

3 期⽬の公園がある 

3 市町村（23％） 

4 期⽬以降の公園がある 
5 市町村（39％） 

 

2 市町村（14％） 
3 年未満 

3 年以上 5 年未満 
5 市町村（36％） 4 市町村（29％） 

5 年以上 8 年未満 

3 市町村（21％） 
10 年以上 

（出所）本アンケート調査結果より作成。 
(ｎ＝総回答数) 

（出所）本アンケート調査結果より作成。 
(ｎ＝総回答数) 

 

8 市町村（57％） 

1 市町村（7％） 
⼀部公募 

5 市町村（36％） 
全て⾮公募 全て公募 

 

79%

21%

14%

14%

7%

0% 20% 40% 60% 80%

⼀ 定 額 以 下 の 修 繕 は 指 定 管 理 者 が ⾏ う

年間修繕予算総額の範囲内で指定管理者が⾏う

額 は 定 め ら れ て お ら ず 、 協 議 に よ っ て 決 定 す る

特 に 取 り 決 め を し て い な い

そ の 他

(複数回答) 

(ｎ＝14、総回答数 19) 
（出所）本アンケート調査結果より作成。 

(ｎ＝総回答数) 
（出所）本アンケート調査結果より作成。 

図表 31 施設修繕の⾃治体と指定管理者の役割分担 

**⺠間企業を主な構成員とする共同企業体を含む。 
（出所）本アンケート調査結果より作成。 

*県営公園・国営公園を除く。 
（出所）本アンケート調査結果より作成。 

（出所）本アンケート調査結果より作成。 
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図表 34 当初収⽀計画以上の利益がでた場合              図表 35 ⾃主事業実施の可否 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表 36 ⾃主事業の実施状況(令和 4 年度)          図表 37 指定管理者制度導⼊の効果 
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指定管理者制度導⼊ 14

⺠間企業を指定管理者に指定 11

⾃主事業の実施 10

実施事例

・⾳楽イベント
・キッチンカー事業
・売店・飲⾷店事業
・⾃動販売機の設置
・スポーツ教室・スポーツ⼤会
・⽤具等レンタル事業
・植栽教室・植物観察会  

86%

64%

43%

29%

7%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

業 務 負 担 の 軽 減

業 務 コ ス ト の 改 善

利⽤者の評価（サービスの質）の向上

管 理 ノ ウ ハ ウ の 蓄 積 ・ 向 上

無 回 答

(複数回答) 

(ｎ＝14、総回答数 32) 

 

50%

29%

14%

7%

7%

0% 20% 40% 60%

指定管理者の収⼊（指定管理料に含む）

指定管理者の収⼊（指定管理料に含まない）

該 当 す る 収 ⼊ な し

⾃ 治 体 の 収 ⼊

⼀定の⽐率を取り決め⾃治体に⼀部納付

(複数回答) 

（出所）本アンケート調査結果より作成。 
(ｎ＝14、総回答数 15) 

43%

29%

21%

7%

0%

0%

0% 10% 20% 30% 40% 50%

指定管理者の収⼊（指定管理料に含まない）

該 当 す る 収 ⼊ な し

指定管理者の収⼊（指定管理料に含む）

無 回 答

⾃ 治 体 の 収 ⼊

⼀定の ⽐ 率を 取 り決 め⾃ 治体 に⼀ 部納付

(ｎ＝14、総回答数 14) 
（出所）本アンケート調査結果より作成。 

指定管理者の収⼊ 

5 市町村（36％） 
（指定管理料に含む）とする 

⾃治体に⼀部納付 
5 市町村（36％） 

⼀定の⽐率を取り決め 

3 市町村（21％） 
特に取り決めをしていない  

該当する収⼊なし 
1 市町村（7％） 

可
12市町村（86％）

    不可 
1 市町村（7％） 

1 市町村（7％） 
    無回答 

(ｎ＝総回答数) 
（出所）本アンケート調査結果より作成。 

(ｎ＝総回答数) 
（出所）本アンケート調査結果より作成。 

（出所）本アンケート調査結果より作成。 
（出所）本アンケート調査結果より作成。 

図表 32 ⼊園料・駐⾞場・運動施設等使⽤料収⼊の取り扱い 図 33 レストラン・売店・イベント等収⼊の取り扱い 
(複数回答) 
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1 市町村（7％） 
    無回答 

(ｎ＝総回答数) 
（出所）本アンケート調査結果より作成。 

(ｎ＝総回答数) 
（出所）本アンケート調査結果より作成。 

（出所）本アンケート調査結果より作成。 
（出所）本アンケート調査結果より作成。 

図表 32 ⼊園料・駐⾞場・運動施設等使⽤料収⼊の取り扱い 図 33 レストラン・売店・イベント等収⼊の取り扱い 
(複数回答) 
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図表 38 指定管理者制度導⼊に関する総合的な評価     図表 39 モニタリングの実施 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表 40 指定管理者制度を導⼊していない理由 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

71%

29%

0% 20% 40% 60% 80%

制度導⼊への 組織体 制 等が整っていない

直営の⽅が効果的・効率的な維持管理が可能

(ｎ＝総回答数) 

実施している
8市町村（57％）

実施していない
6市町村（43％）

 ⼤変効果あり 
3 市町村（22％） 

やや効果あり 
7 市町村（50％） 

3 市町村（21％） 
変化なし 

無回答 
1 市町村（7％） 

（出所）本アンケート調査結果より作成。 
(ｎ＝総回答数) (ｎ＝総回答数) 

（出所）本アンケート調査結果より作成。 

（出所）本アンケート調査結果より作成。 
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((22)) 業務委託について  

   業務委託は、県内 12 市町村、県内都市公園の約 5 割（431 箇所）で実施されており、住区基幹公 

園（街区・近隣・地区公園）での実施率が⾼い。また、業務受託者の属性は、シルバー⼈材センターなどの

「公益法⼈」が最も多く、業務内容は、「除草・草刈り」・「清掃」、「剪定・刈込」などが主な内容となってい

る。 

 

図表 41 業務委託の状況（その 1） 

 

 

図表 42 業務委託の状況（その２）             図表 43 業務委託の内容 

       

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

都市公園 業務委託公園 業務受託者属性別管理公園内訳（箇所数）

（箇所数）* （箇所数）* （業務委託公園/
都市公園） ⺠間企業 第３セクター 公益法⼈ NPO法⼈ 地域住⺠団体等 その他

街区公園 602 320 53% 38 4 170 10 94 4

近隣公園 85 57 67% 4 1 37 0 14 1

地区公園 23 12 52% 5 1 3 0 3 0

総合公園 24 11 46% 1 1 7 0 1 1

運動公園 10 2 20% 0 1 1 0 0 0

その他 その他 74 29 39% 1 3 17 0 8 0

818 431 53% 49 11 235 10 120 6

公園種類

都市基幹公園

計

公園種別

住区基幹公園

市町村数 都市公園
（箇所数）*

業務委託 12 431

住区基幹公園（街区・近隣・地区公園） 11 389

　うち複数公園を⼀括して委託 5 242

都市基幹公園（総合・運動公園） 6 13

　うち複数公園を⼀括して委託 3 10

（令和 4 年 12 ⽉１⽇時点） 

（令和 4 年 12 ⽉１⽇時点） 

 

92%
92%

50%
42%
42%

25%
25%

17%
17%

8%
8%
8%
8%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

除 草 ・ 草 刈 り
清 掃
剪 定 ・ 刈 込
施 設 ・ 遊 具 管 理
芝 ⽣ 管 理
施 肥
伐 採 ・ 伐 根
病 ⾍ 害 防 除 ・ ⾍ 巣 剪 徐
そ の 他
潅 ⽔
⽀ 柱 補 修 等
倒 ⽊ 復 旧
花 壇 管 理

(複数回答) 

(ｎ＝12、総回答数 52) 
（出所）本アンケート調査結果より作成。 

（出所）本アンケート調査結果より作成。 

（出所）本アンケート調査結果より作成。 

*県営公園・国営公園を除く。 

*県営公園・国営公園を除く。 

22



22 
 

((22)) 業務委託について  
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都市公園） ⺠間企業 第３セクター 公益法⼈ NPO法⼈ 地域住⺠団体等 その他

街区公園 602 320 53% 38 4 170 10 94 4

近隣公園 85 57 67% 4 1 37 0 14 1

地区公園 23 12 52% 5 1 3 0 3 0

総合公園 24 11 46% 1 1 7 0 1 1

運動公園 10 2 20% 0 1 1 0 0 0

その他 その他 74 29 39% 1 3 17 0 8 0

818 431 53% 49 11 235 10 120 6

公園種類

都市基幹公園

計

公園種別

住区基幹公園

市町村数 都市公園
（箇所数）*

業務委託 12 431

住区基幹公園（街区・近隣・地区公園） 11 389

　うち複数公園を⼀括して委託 5 242

都市基幹公園（総合・運動公園） 6 13

　うち複数公園を⼀括して委託 3 10

（令和 4 年 12 ⽉１⽇時点） 

（令和 4 年 12 ⽉１⽇時点） 

 

92%
92%

50%
42%
42%

25%
25%

17%
17%

8%
8%
8%
8%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

除 草 ・ 草 刈 り
清 掃
剪 定 ・ 刈 込
施 設 ・ 遊 具 管 理
芝 ⽣ 管 理
施 肥
伐 採 ・ 伐 根
病 ⾍ 害 防 除 ・ ⾍ 巣 剪 徐
そ の 他
潅 ⽔
⽀ 柱 補 修 等
倒 ⽊ 復 旧
花 壇 管 理

(複数回答) 

(ｎ＝12、総回答数 52) 
（出所）本アンケート調査結果より作成。 

（出所）本アンケート調査結果より作成。 

（出所）本アンケート調査結果より作成。 

*県営公園・国営公園を除く。 

*県営公園・国営公園を除く。 
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((33)) 設置管理許可制度について  

設置管理許可制度は、都市公園法第５条に基づき、公園管理者が、公園管理者以外の者に公園施

設の設置管理を許可できる制度であり、「公園管理者が設置管理することが不適当⼜は困難な場合」の

ほか、「公園の機能の増進に資する場合」に公園管理者以外の施設の設置管理が認められる。県内市

町村においては、「⾃動販売機」の設置事例が最も多く、「売店」や「飲⾷店」の設置事例は少数にとどま

る。 

 

図表 44 設置管理許可制度の活⽤状況 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

505

76

65

16

5

4

1

1

0 100 200 300 400 500

⾃ 動 販 売 機

そ の 他 便 益 施 設

教 養 施 設

運 動 施 設

売 店

飲 ⾷ 店

遊 戯 施 設

宿 泊 施 設

(施設数) 

（出所）本アンケート調査結果より作成。 

23



24 
 

((44)) 管理運営の課題等について  

管理運営の課題については、「維持管理コスト」や「施設・遊具の⽼朽化への対応・安全性の確保」を 

はじめ、「樹⽊繁茂・植栽管理」、「効果的・効率的な維持管理」、「苦情・要望等への対応」、「違法駐

⾞等への対応」などの様々な課題への対応が求められている状況が明らかとなった。 

財政的な制約や職員数の不⾜が懸念されるなかで、今後、このような課題へ対応しつつ、地域のため

に都市公園の多機能性を発揮するには、都市公園毎の特性に応じたメリハリのある管理運営を地域の

特性に応じて計画的に⾏う必要があるが、都市公園に関するマネジメント計画等を策定しているのは、県

内 3 市町村にとどまる。そのため、今後は、都市経営の視点からの都市公園マネジメントの推進が期待さ

れる。 

  また、県内市町村において、特に⼒を⼊れている取り組み・テーマについては、「地域活性化・まちの賑 

わい創出」や「環境保全」、「安全確保」、「⻑寿命化」などが多くみられた。 

図表 45 管理運営の課題                         

 

 

 

 

 

 

 

 

図表 47  特に⼒を⼊れている取り組み・テーマ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

86%
86%

81%
67%

57%
52%

43%
33%
33%

29%
29%

19%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

維 持 管 理 コ ス ト
施設・遊具の⽼朽化への対応・安全性の確保
樹 ⽊ 繁 茂 ・ 植 栽 管 理
効 果 的 ・ 効 率 的 な 維 持 管 理
苦 情 ・ 要 望 等 へ の 対 応
予 算 の 確 保
違 法 駐 ⾞ 等 へ の 対 応
施 設 の 清 掃
防 犯
維持管理に関するノウハウの蓄積・⼈材の育成
維 持 管 理 の 担 い ⼿ の 確 保
防 災 機 能 の 強 化

(ｎ＝21、総回答数 129) 

(複数回答) 

有り 

なし 

9 市町村 

（43%） 

検討中/準備中 

7 市町村 

（33%） 

2 市町村 

無回答 
(10%) 

(ｎ＝総回答数) 

（出所）本アンケート調査結果より作成。 （出所）本アンケート調査結果より作成。 

 

29%
29%
29%
29%

19%
14%
14%

10%
10%
10%
10%
10%
10%

5%
5%
5%

0% 10% 20% 30%

地 域 活 性 化 ・ ま ち の 賑 わ い 創 出

環 境 保 全

安 全 確 保

⻑ 寿 命 化

観 光 客 の 誘 致

公 ⺠ 連 携

市 ⺠ 参 加 ・ 協 働

⼦ 育 て ⽀ 援 ・ 健 康 増 進

防 災 ・ 減 災

パ ー ク マ ネ ジ メ ン ト

特 に な し

景 観 形 成

無 回 答

⽂ 化 ・ 歴 史 保 全

バ リ ア フ リ ー 化 ・ ユ ニ バ ー サ ル デ ザ イ ン

防 犯

図表 46 都市公園に関するマネジメント計画等の有無 

3 市町村（14%） 

(複数回答) 

(ｎ＝21、総回答数 49) 
（出所）本アンケート調査結果より作成。 
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図表 46 都市公園に関するマネジメント計画等の有無 

3 市町村（14%） 

(複数回答) 

(ｎ＝21、総回答数 49) 
（出所）本アンケート調査結果より作成。 
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第６章 多様な主体（市⺠・⺠間事業者等）との連携  

都市公園は、個々の都市公園の特性等に応じた多様な主体（市⺠・⺠間事業者等）が運営に携わ

り、都市公園の利活⽤を連携して推進することで、地域のニーズに対応しつつ、その多機能性を発揮すること

が期待される。県内都市公園においても、愛護会等の公園ボランティアや⾃治会など地域住⺠を主体とした

組織の参画、公⺠連携⼿法を活⽤した都市公園の管理運営の取り組みが進められている。 

1. 公園ボランティア制度について  

   ボランティア団体による公園での清掃活動等を⽀援する公園ボランティア制度については、県内 8 市町村 

で導⼊されており、189 箇所の都市公園で 258 団体が活動していることが確認される⼀⽅で、⾼齢化や担

い⼿不⾜等の課題もあがった。ボランティア団体への活動⽀援の内容については、「活動⽀援⾦の⽀給」や

「⽤具・消耗品の提供」、「ゴミの回収・収集」などが多くみられた。 

図表 48 ボランティア制度の導⼊状況                    図表 49 活動都市公園数及びボランティア団体数 

  

 

図表 51  活動⽀援⾦の算出⽅法                      図表 52 活動⽀援⾦以外の⽀援内容 

 

 

 

 

 

 

 

1 市町村 

   なし  

12 市町村（57％） 

   有り  

8 市町村（38％） 

 

図表 50 ボランティア団体への活動⽀援 

 

活動都市公園
（箇所数） 活動団体数

189 258

88%

75%

13%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

活 動 ⽀ 援 ⾦

物 品 ⽀ 給

そ の 他

(複数回答) 

(ｎ＝8、総回答数 14) (ｎ＝総回答数) 
（出所）本アンケート調査結果より作成。 （出所）本アンケート調査結果より作成。 

（出所）本アンケート調査結果より作成。 

 

71%

29%

14%

0% 20% 40% 60% 80%

⼀ 律 ・ 定 額 ⽀ 給

活 動 公 園 の ⾯ 積

活 動 内 容 ・ ⼈ 数

(複数回答) 

(ｎ＝7、総回答数 8) 
（出所）本アンケート調査結果より作成。  

88%

75%

38%

38%

13%

13%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

⽤ 具 ・ 消 耗 品 の 提 供

ゴ ミ の 回 収 ・ 収 集

花 苗 ・ ⼟ ・ 肥 料 等 の 提 供

看 板 の 提 供

掲 ⽰ 版 の 設 置

無 回 答

(複数回答) 

（5％） 

検討中/準備中 

（出所）本アンケート調査結果より作成。 
(ｎ＝8、総回答数 21) 
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2. 地域住⺠団体等による管理  

「地域住⺠団体等への業務の委託」や「地域住⺠団体等の指定管理者への指定」は、地域に⾝近な 

街区公園を中⼼にみられる⼀⽅で、⾼齢化や担い⼿不⾜等の課題もあがった。 

 

図表 53 地域住⺠団体等による管理 

 

 

 

 

3. 公⺠連携⼿法の活⽤について  

都市公園の整備、管理運営に活⽤できる公⺠連携⼿法（P4 「4. 都市公園における公⺠連携⼿法」 

参照）は多様であり、県内都市公園においては、設置管理許可制度や指定管理者制度を中⼼に活⽤が

進みつつある。また、平成 29 年の都市公園法改正により創設された公募設置管理許可制度（Park-
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市町村数 都市公園
（箇所数）

地域住⺠団体等を指定管理者に指定 4 5

地域住⺠団体等へ業務を委託 4 120

無回答 1 市町村（5％） 

  なし 

18 市町村 

（9％） 
検討中/準備中 
2 市町村 

(ｎ＝総回答数) 

（出所）本アンケート調査結果より作成。 

（出所）本アンケート調査結果より作成。 

 

市町村数

イベント開催 8

ネーミングライツ 5

ボランティア活動（アドプト活動） 3

その他 1

公園資材等の寄付 1

キッチンカーの誘導 1

CSR活動(⺠間企業等による社会貢献活動） 1
（出所）本アンケート調査結果より作成。 

 

市町村数

設置管理許可制度 17

指定管理者制度 14

業務委託 12

Park-PFI（公募設置管理制度） 1

（出所）本アンケート調査結果より作成。  

市町村数

庁内での検討・調整 15

関係者ヒアリング・情報収集 9

サウンディングの実施 8

トライアルサウンディングの実施 2
公園活⽤アイディアの公募 2

（出所）本アンケート調査結果より作成。 
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2. 地域住⺠団体等による管理  

「地域住⺠団体等への業務の委託」や「地域住⺠団体等の指定管理者への指定」は、地域に⾝近な 

街区公園を中⼼にみられる⼀⽅で、⾼齢化や担い⼿不⾜等の課題もあがった。 

 

図表 53 地域住⺠団体等による管理 
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図表 58 公⺠連携⼿法の活⽤検討にあたっての課題      

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

概要

那覇市 ・新都⼼公園及び周辺13公園の官⺠連携事業に向けたサウンディング型市場調査の実施（令和4年度）
・漫湖公園および新都⼼公園への⺠間活⼒導⼊に向けたサウンディング型市場調査の実施（令和3年度）

⽯垣市 ・旧⽯垣空港跡地防災公園予定地における公募設置管理制度（Park-PFI）活⽤の検討

浦添市 ・経塚公園の公募設置管理制度（Park-PFI）の再公募（令和4年度）

名護市 ・21世紀の森公園周辺エリア活⽤推進事業業務　トライアル・サウンディング等の実施（令和4年度）

⽷満市 ・南浜公園スポーツ施設設置事業（Park-PFI）の公募（令和4年度）

沖縄市 ・コザ運動公園サッカー場跡地において、公募設置管理制度(Park-PFI）を活⽤した宿泊施設等の整備

豊⾒城市 ・⻑嶺城址総合公園、豊⾒城城址跡地への⺠間活⼒導⼊に向けたサウンディング型市場調査の実施（令和元年度）

宮古島市 ・伊良部牧⼭公園活⽤に関するサウンディング型市場調査の実施（令和4年度）

与那原町 ・与那原町マリンタウン地区公有地（与那古浜公園を含む。）の利活⽤に関するサウンディング型市場調査

 

67%

33%

29%

29%

29%

29%

24%

19%

5%

0% 20% 40% 60% 80%

専 ⾨ 知 識 ・ ノ ウ ハ ウ ・ ⼈ 材 の 不 ⾜

庁 内 で の 合 意 形 成

予 算 の 確 保

利 ⽤ 者 ニ ー ズ の 把 握

⺠ 間 事 業 者 と の コ ミ ュ ニ ケ ー シ ョ ン

事業の公共性・公平性・透明性の確保

住⺠コミュニケーション・合意形成⽀援

無 回 答

そ の 他

(複数回答) 

（出所）本アンケート調査結果より作成。 
(ｎ＝総回答数) 

図表 59 公⺠連携⼿法活⽤にあたり⺠間事業者に期待する事項 
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57%

57%

43%

38%

14%

14%

10%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

専 ⾨ 知 識 ・ ノ ウ ハ ウ ・ ⼈ 材

企 画 ⽴ 案

事 業 資 ⾦

利 ⽤ 者 ニ ー ズ の 把 握

住⺠コミュニケーション・合意形成⽀援

庁 内 で の 合 意 形 成 ⽀ 援

無 回 答

そ の 他

(複数回答) 

(ｎ＝総回答数) 
（出所）本アンケート調査結果より作成。 

図表 60 県内市町村における公募設置管理制度（Park-PFI）等に関する動向 

（出所）各市町村 HP 掲載資料より作成。 
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第７章 県内都市公園の課題  

本調査の結果、県内都市公園の整備は⼀⼈あたりの⾯積が全国平均を若⼲上回る程度の⽔準にま

で達した⼀⽅で、整備期間の⻑期化や管理運営⾯で様々な課題を抱えていることが明らかとなった。今

後、地⽅公共団体の財政制約等が懸念されるなかで、これらの課題に対応しつつ、これまで⾏政主体で

⾏われてきた公園の管理運営に、多様な主体（市⺠・⺠間事業者等）の参画を促すことにより公園活

⽤の幅を広げていくことが期待される。 

 県内都市公園の整備量は⼀定の蓄積が進んだものの、地域によって整備⽔準にバラつきがあることから、

計画的・継続的な整備が求められる。また、財政的な制約や職員数の不⾜が懸念されるなかで、適切な

維持管理⽔準を確保し、利⽤者ニーズを踏まえつつ、計画的な改修・更新を⾏う必要がある。 

 都市計画決定後、⻑期間未整備の公園については、周辺環境の変化に伴う事業費の増加や、過去に

計画した公園配置が社会情勢の変化や地域の実情になじまなくなっている可能性が懸念されるため、公

共⽤地の有効活⽤の観点から、計画等の変更や⾒直しを検討する必要がある。 

 県内の都市公園においては、0.25ha未満の⼩規模公園が半数程度を占めることから、多様な主体

（市⺠・⺠間事業者等）と連携しつつ、「包括的な管理⼿法の導⼊」や「地域内の公園の役割・機能の

分担」などによる維持管理コストの縮減や利⽤の促進を図る必要がある。 

 県内都市公園における公⺠連携⼿法の活⽤は、指定管理者制度を中⼼に進みつつあり、同制度を柔

軟に運⽤することで、多様な主体（市⺠・⺠間事業者等）の参画促進を図り、利⽤者向けサービスの質

を向上させることが期待される。 

 公⺠連携⼿法の活⽤にあたっては、⽴地条件等から収益性が⾒込めない⼩規模公園と集客が⾒込める

⽐較的規模の⼤きな公園における公募設置管理制度（Park-PFI）等の導⼊を組み合わせて全体と

しての収⼊を公園の管理運営に活⽤するなど、都市公園の規模や特性に応じた⾃律的運営の検討が求

められる。 

 都市公園を柔軟に使いこなすことが重要となるなかで、公園利⽤につながる環境の整備や多様な主体

（市⺠・⺠間事業者等）による公園活⽤事業の展開、利⽤者ニーズを踏まえた情報発信等により市⺠

等が公園に関わるきっかけを増やしていく仕組みづくりが求められる。 

  

28



28 
 

第７章 県内都市公園の課題  

本調査の結果、県内都市公園の整備は⼀⼈あたりの⾯積が全国平均を若⼲上回る程度の⽔準にま

で達した⼀⽅で、整備期間の⻑期化や管理運営⾯で様々な課題を抱えていることが明らかとなった。今

後、地⽅公共団体の財政制約等が懸念されるなかで、これらの課題に対応しつつ、これまで⾏政主体で

⾏われてきた公園の管理運営に、多様な主体（市⺠・⺠間事業者等）の参画を促すことにより公園活

⽤の幅を広げていくことが期待される。 

 県内都市公園の整備量は⼀定の蓄積が進んだものの、地域によって整備⽔準にバラつきがあることから、

計画的・継続的な整備が求められる。また、財政的な制約や職員数の不⾜が懸念されるなかで、適切な

維持管理⽔準を確保し、利⽤者ニーズを踏まえつつ、計画的な改修・更新を⾏う必要がある。 

 都市計画決定後、⻑期間未整備の公園については、周辺環境の変化に伴う事業費の増加や、過去に

計画した公園配置が社会情勢の変化や地域の実情になじまなくなっている可能性が懸念されるため、公

共⽤地の有効活⽤の観点から、計画等の変更や⾒直しを検討する必要がある。 

 県内の都市公園においては、0.25ha未満の⼩規模公園が半数程度を占めることから、多様な主体

（市⺠・⺠間事業者等）と連携しつつ、「包括的な管理⼿法の導⼊」や「地域内の公園の役割・機能の

分担」などによる維持管理コストの縮減や利⽤の促進を図る必要がある。 

 県内都市公園における公⺠連携⼿法の活⽤は、指定管理者制度を中⼼に進みつつあり、同制度を柔

軟に運⽤することで、多様な主体（市⺠・⺠間事業者等）の参画促進を図り、利⽤者向けサービスの質

を向上させることが期待される。 

 公⺠連携⼿法の活⽤にあたっては、⽴地条件等から収益性が⾒込めない⼩規模公園と集客が⾒込める

⽐較的規模の⼤きな公園における公募設置管理制度（Park-PFI）等の導⼊を組み合わせて全体と

しての収⼊を公園の管理運営に活⽤するなど、都市公園の規模や特性に応じた⾃律的運営の検討が求

められる。 

 都市公園を柔軟に使いこなすことが重要となるなかで、公園利⽤につながる環境の整備や多様な主体

（市⺠・⺠間事業者等）による公園活⽤事業の展開、利⽤者ニーズを踏まえた情報発信等により市⺠

等が公園に関わるきっかけを増やしていく仕組みづくりが求められる。 

  

29 
 

琉球⼤学獺⼝ゼミナール学⽣から提⾔  

 

 

 

 

 

  

琉球大学 獺口ゼミナール
４年次 當山 香鈴 与座 由登 金城 大
３年次 喜納 一媛 佐久本 晟至 西本 義朗 西銘 藍果

いまの時代に合わせた公園活用の提案

 

今後の公園づくりとして

□多様な主体による公園活用事業の展開
□利用者ニーズを踏まえた情報発信
□市民が公園に関わるきっかけを増やす

いいままのの時時代代にに合合わわせせたた
公公園園づづくくりりがが求求めめらられれるる！！

ⅠⅠ..公公園園関関連連のの情情報報発発信信
公園離れが進む若者の目にも留まりやすいInstagramを活用する。

ⅡⅡ..ニニーーズズ調調査査のの実実施施
利用者のニーズと管理者の運営法を照らし合わせた公園づくりを
実現するために、利用者の声をアンケートで知る。

図1 公園利用者の年齢層と来園頻度

（出所）国土交通省都市局公園緑地・景観課
「令和3年度都市公園利用実態調査報告書（抄）」
より抜粋。

1
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▶若者や⼦供を持つ親世代が多く利⽤する傾向があること、かつ、写真を載せることで情報を可視化しやすいといった理由から Instagram を活⽤する。 

課 題：公園の情報や魅力を知る機会が少ない。

解決策：公園離れが進む若者の目にも留まりやすい
Instagramを活用する。

自治体のアカウントで発信

アカウントを広める力が弱い

Ⅰ.公園関連の情報発信

基本情報、スポット情報、
トイレ・ベンチ・駐車可能台数
規制内容、周辺のMAP

載せる情報

アカウントのQRコードを地域のお店におく
↓

お店の商品を購入
↓

公園の風景＋購入した商品の写真を投稿してもらう
↓

次回来店時に投稿を提示することにより、お店での
特典や割引を受ける

広め方

2

図2 公園を知ったきっかけ

（出所）国土交通省都市局公園緑地・景観課
「令和3年度都市公園利用実態調査報告書（抄）」
より抜粋。

 

 

課 題：自治体が公園利用者のニーズを知る機会が少ない。
解決策：公園利用者に向けてアンケート調査を実施。

Ⅱ.ニーズ調査の実施

①地域の学校でアンケート調査票を配布して回答してもらう。
②Googleフォームを用いてアンケート調査票を作成する。

調査方法

□回答者の性別・年齢 □利用目的 □公園の課題
□来園頻度 □公園を知ったきっかけ □満足度

□公園に欲しいもの

アンケート内容の詳細

回答しやすいように、なるべく簡潔に、選選択択式式や五五段段階階評評価価で構成する！

3
 

▶公園を利⽤する⼦供と、その親世代の意⾒を聞きやすいといった理由から地域の学校でアンケート調査を実施する。 

▶⾃治体のアカウント⾃体が広まっていなため、地域を巻き込み、また賑わいのある公園づくりにも発展するような形のアカウントの広め⽅について提案する。 

▶費⽤がかからない、誰でも簡単に作成・利⽤ができるといった理由から⾃治体には Google フォームを⽤いたアンケート調査票の作成を提案。 
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「令和3年度都市公園利用実態調査報告書（抄）」
より抜粋。

 

 

課 題：自治体が公園利用者のニーズを知る機会が少ない。
解決策：公園利用者に向けてアンケート調査を実施。

Ⅱ.ニーズ調査の実施

①地域の学校でアンケート調査票を配布して回答してもらう。
②Googleフォームを用いてアンケート調査票を作成する。

調査方法

□回答者の性別・年齢 □利用目的 □公園の課題
□来園頻度 □公園を知ったきっかけ □満足度

□公園に欲しいもの

アンケート内容の詳細

回答しやすいように、なるべく簡潔に、選選択択式式や五五段段階階評評価価で構成する！

3
 

▶公園を利⽤する⼦供と、その親世代の意⾒を聞きやすいといった理由から地域の学校でアンケート調査を実施する。 

▶⾃治体のアカウント⾃体が広まっていなため、地域を巻き込み、また賑わいのある公園づくりにも発展するような形のアカウントの広め⽅について提案する。 

▶費⽤がかからない、誰でも簡単に作成・利⽤ができるといった理由から⾃治体には Google フォームを⽤いたアンケート調査票の作成を提案。 
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結びに  

 

住空間の⼀部として様々な役割を担う都市公園の整備が、沖縄県内においても他地域と同等の⽔準まで

進んだ⼀⽅で、設置後⼀定期間が経過し、⽼朽化する都市公園が増え始めるなど、県内都市公園を今後、

「どのように維持管理し、その経費分の財源を捻出し、更なる有効活⽤を図っていくか」といった観点から多くの課

題が明らかになった。 

 近年、県内都市公園でも、指定管理者制度や設置管理許可制度などを活⽤した公⺠連携による維持管

理が進み、Park-PFI（Private Finance Initiative）の導⼊事例も出始めている。しかし、財政制約が強

まるなか、⾏政が業務負担やコストの縮減を主眼に置きがちで、公⺠連携の諸制度が持つ可能性を⽣かし切

れていない現状がある。⺠間事業者が公園内で収益事業を⾏うことも可能で、創意⼯夫の余地が⼤きくなって

おり、⺠間ノウハウを最⼤限に活かし、都市公園の最有効利⽤を図る（更なる公園サービスの質向上や幅広

い世代・主体にとって魅⼒的な公園とし、地域住⺠を中⼼に満⾜度の⾼い公園を作るなどの）ための⽅策を検

討する必要がある。また、指定管理者制度などの⼊札に参加する⺠間事業者が少ないといった課題も⼀⽅で

あり、公⺠連携の恩恵を最⼤限に享受するためには、⼊札参加者を増やす⼯夫も合わせて求められるだろう。 

 設置数が多く点在して⽴地し、住空間に近接する⽐較的⼩規模な公園についても、その維持管理の経費や

⽅法、⽼朽化対策など多くの課題があることが分かった。⾝近な公園の課題を周辺の住⺠や事業者と共有し、

地域の様々な主体を公園の運営に巻き込む仕掛けづくりや、公園の機能分担といったマネジメントの仕組みづく

りが⾏政には求められる。 

また、必ずしも⼩規模公園に限らないが、県内市町村の⾏政区域は全国的に⾒て⾯積が狭く、公園の整

備、維持管理、活⽤が効果的かつ効率的に⾏われない可能性がある。公園の分野においても、⾃治体間の

広域連携の可能性や効果を検討すべきである。 

 公園の設置を計画するものの、⻑期間にわたって未整備の都市公園が存在することも明らかになった。社会

情勢の変化や都市開発の進展を通じて、周辺を取り巻く環境が刻々と変化するなか、公共⽤地として⼟地の

⽤途を⻑年制限することは、⼟地の最有効利⽤を阻む要因となり得る。 

さらに、県内都市公園の利⽤状況が詳細に把握されていない現状もあることから、今後の都市公園の更なる

有効活⽤には、利⽤の実態把握も重要である。 

以上のように、これまであまり調査研究されてこなかった県内都市公園に焦点をあて、県内都市公園を巡る

実態や課題が明らかになったことは本調査・研究の⼤きな成果である。本調査結果が、⾏政、地域の住⺠や

事業者など様々な主体に活⽤され、都市公園においても「最少の経費で最⼤の効果」が実現するとともに、最

有効利⽤を通じて、地域に更なる活気が創り出されることを期待したい。 
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最後に、今回の調査は、⼀昨年度、昨年度に続いて琉球⼤学と沖縄振興開発⾦融公庫との「学」「⾦」連

携事業として、沖縄振興開発⾦融公庫調査部、琉球⼤学研究者のみならず、琉球⼤学学⽣の協⼒を得て

調査を実施した点でも⼤きな意義がある。同調査は定期的に実施する予定であり、引き続き、⾃治体経営の

⽀援に努めたい。 

 

国⽴⼤学法⼈琉球⼤学  

国際地域創造学部 教授 獺⼝ 浩⼀ 
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国⽴⼤学法⼈琉球⼤学  

国際地域創造学部 教授 獺⼝ 浩⼀ 
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資料編（アンケート調査様式） 

 

 
 

 

  

№１ 都市公園の整備現況について
(1)都市公園の整備現況についてお答えください。 2022/12/1時点

公園種別 箇所数 ⾯積（ha） 備考
住区基幹公園
 街区公園
 近隣公園
 地区公園

都市基幹公園
 総合公園
 運動公園

⼤規模公園
 広域公園
 ﾚｸﾘｴｰｼｮﾝ都市

特殊公園
 ⾵致公園
 動植物公園
 歴史公園
 墓園

緩衝緑地等
 緩衝緑地
 都市緑地
 都市林
 広場公園
 緑道

合計

注1） ⾯積は⼩数点以下第3位を四捨五⼊。国営・県営公園は除く。
注2）「令和2年度都市公園等整備現況調査結果」（国⼟交通省）に基づき記載しております。2022/12/1時点の状況に応じてご更新ください。

№2 都市公園付随運動施設の現況について

(1)都市公園付随運動施設の現況についてお答えください。 2022/12/1時点

№ ⽴地公園名 公園種別
開設⾯積
（㎡）

開設年
陸上競技場公認

(箇所)
陸上競技場未公

認(箇所)
野球場(箇所) 球技場(箇所) テニスコート⾯ 体育館(棟)

プール
(⽔槽数)

フットサル、バス
ケットボールコー

ト(箇所)
管理⽅法

1

2

3

4

5

6

7

注1） 開設⾯積は⼩数点以下第1位を四捨五⼊。国営・県営公園は除く。
注2）「令和2年度都市公園等整備現況調査結果」（国⼟交通省）に基づき記載しております。2022/12/1時点の状況に応じてご更新ください。

注3）⾏が不⾜する場合は追加してください。

(2) 都市公園付随運動施設に関する課題があればお答えください。（⾃由記述）
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№5 都市公園の歳出・歳⼊状況について
(1)歳出内訳についてお答えください。 （千円）
⼟⽊費・都市計画費・公園費 令和3年度（決算額） 令和4年度（⾒込）

⼈件費

   うち職員給

物件費

維持補修費

補助費等

普通建設事業費

   うち補助事業費

   うち単独事業費

(2)歳⼊内訳についてお答えください。 （千円）
⼟⽊費・都市計画費・公園費 令和3年度（決算額） 令和4年度（⾒込）

国庫⽀出⾦

都道府県⽀出⾦

使⽤料・⼿数料

諸収⼊

分担⾦・負担⾦・寄付⾦

財産収⼊

繰⼊⾦

繰越⾦

地⽅債

⼀般財源等
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№5 都市公園の歳出・歳⼊状況について
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○ 沖縄県産業連関表による公共投資の波及効果分析
  　-特に沖縄公庫住宅融資を中心にして-

創刊号(S 56. 3 )

○ 沖縄の住宅事情と需要の動向 創刊号(S 56. 3 )

○ 昭和５７年度設備投資計画調査報告 2 (S 56. 7 )

○ 沖縄公庫の融資効果の評価と今後の方向 -沖縄公庫モデルを中心とした計量分析- 2 (S 56. 7 )

○ 沖縄のホテル業界の現状と課題 3 (S 57. 3 )

○ 沖縄県経済の現状と工業振興の方向 4 (S 57. 8 )

○ 昭和５８年度設備投資計画調査報告 4 (S 57. 8 )

○ 沖縄県主要企業の財務行動 4 (S 57. 8 )

○ 昭和５８・５９年度設備投資計画調査報告 5 (S 58. 8 )

○ 沖縄の工業開発と技術集積 6 (S 59. 3 )

○ 沖縄県における食肉加工業 6 (S 59. 3 )

○ 昭和５９・６０年度設備投資計画調査報告 7 (S 59. 8 )

○ アメリカの地域開発　-いくつかの事例を中心に- 7 (S 59. 8 )

○ 昭和５９・６０年度設備投資計画調査報告（昭和５９年１０月調査） 8 (S 60. 1 )

○ ２１世紀沖縄の経済・社会構造と政策課題の提案 8 (S 60. 1 )

○ 昭和６０・６１年度設備投資計画調査報告（昭和６０年９月調査） 9 (S 60. 12 )

○ 昭和６０・６１年度設備投資計画調査報告（昭和６１年３月調査） 10 (S 61. 7 )

○ 復帰特別措置の体系的検討 10 (S 61. 7 )

○ 昭和６１・６２年度設備投資計画調査報告（昭和６１年９月調査） 11 (S 62. 2 )

○ 規制緩和下における沖縄の航空体制の課題 11 (S 62. 2 )

○ 昭和６１・６２年度設備投資計画調査報告（昭和６２年３月調査） 12 (S 62. 6 )

○ 動向調査  沖縄の主要産業－昭和６１年度の動向と見通し－ 13 (S 62. 11 )

○ 地域産業トピックス
　　水　産　急成長を遂げるも市況悪化への対応に迫られる車エビ養殖
　　流　通　中規模店化が進む小売業
　　　　　　　環境変化への対応を迫られる婦人服店
　　　　　　　急成長下、経営戦略が問われる中古車業界
　　　　　　　需要低迷と価格低下で厳しさ増すガソリンスタンド
　サービス 質的変化が著しい飲食業界
　　　　　　　振興事業に着手した美容業界
　　　　　　　リゾート型参入で新展開が見込まれる県内ゴルフ場

13 (S 62. 11 )

○ データ解説  昭和６１年度個人住宅資金（一般住宅・建売住宅）利用者調査報告 13 (S 62. 11 )

○ 開発調査    沖縄のリゾート開発の課題と開発資金の検討 13 (S 62. 11 )

○ 昭和６２・６３年度設備投資計画調査報告（昭和６２年９月調査） 14 (S 62. 12 )

○ 昭和６２・６３年度設備投資計画調査報告（昭和６３年３月調査） 15 (S 63. 6 )

○ グアム・サイパン市場差別化策の検討 16 (S 63. 8 )

○ 動向調査  沖縄の主要産業－昭和６２年度の動向と見通し－ 17 (S 63. 11)

○ 地域産業トピックス
　　製 造　市場環境の変化と技術革新が著しい印刷業界
　　小 売　変貌する鮮魚店、食肉店の需要環境
　　サービス　新たなサービスのあり方を探る理容業界

17 (S 63. 11)

○ データ解説  昭和６２年度個人住宅建設資金利用者調査報告 17 (S 63. 11)

○ 昭和６３・平成元年度設備投資計画調査報告（昭和６３年９月調査） 18 (S 63. 12 )

○ 沖縄県の住宅需要動向 19 （H 1. 4)

○ ハワイリゾートの現状と沖縄のリゾート開発の課題  ―ハワイリゾート調査報告書― 20 （H 1. 4)

○ 昭和６３・平成元年度設備投資計画調査報告（平成元年３月調査） 21 （H 1. 6)

「「公公庫庫レレポポーートト」」既既刊刊目目録録

  [[数数字字はは号号数数、、((　　))はは発発行行年年月月]]
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○ 動向調査 　沖縄の主要産業の動向-昭和63年度の動向を中心に 22 （H 1.12)

○ 地域産業トピックス
　　不動産賃貸　空室率が高い沖縄の貸ビル
　　サービス　　沖縄県内の人材派遣業
　　自動車分解整備業の概要

22 （H 1.12)

○ データ解説
　　昭和６３年度個人住宅建設資金利用者調査報告
　　労働生産性が低い県内製造業（工業統計調査より）

22 （H 1.12)

○ 平成元・２年度設備投資計画調査報告（平成元年３月調査） 22 （H 1.12)

○ 沖縄洋ラン切花生産の実態･本土市場調査 23 (H 2. 3)

○ タイ国の熱帯果樹農業の現状と輸出産業としての地位
　　―沖縄県の有望作目としての熱帯果樹産業に関する調査―

23 (H 2. 3)

○ データ解説
　　平成元年度個人住宅建設資金利用者調査報告

24 (H 2. 7)

○ 平成元・２年度設備投資計画調査報告（平成２年２月調査） 24 (H 2. 7)

○ 沖縄県におけるバイオマス資源活用産業  ―新規胎動産業を探る― 25 (H 2. 8)

○ 地域産業トピックス
　　琉球ガラス産業界の現況
　　成長著しい県内の生花小売業
　　県内水産加工業の生産状況
　　競合厳しい県内クリーニング業

26 (H 3. 3)

○ 平成２・３年度設備投資計画調査報告（平成２年９月調査） 26 (H 3. 3)

○ データ解説  平成２年度個人住宅建設資金利用者調査報告 27 (H 3. 7)

○ 平成２・３年度設備投資計画調査報告（平成３年３月調査） 27 (H 3. 7)

○ 沖縄県の観光土産品店 28 (H 4. 1)

○ 平成３・４年度設備投資計画調査報告（平成３年９月調査） 28 (H 4. 1)

○ データ解説　　平成３年度個人住宅建設資金利用者調査報告 29 (H 4. 8)

○ 平成３・４年度設備投資計画調査報告（平成４年３月調査） 29 (H 4. 8)

○ 平成４・５年度設備投資計画調査報告（平成４年１０月調査） 30 (H 5. 2)

○ データ解説  平成４年度マイホーム新築資金利用者調査報告 31 (H 5. 9)

○ 平成４・５年度設備投資計画調査報告（平成５年３月調査） 31 (H 5. 9)

○ 平成５・６年度設備投資計画調査報告（平成５年９月調査） 32 (H 6. 2)

○ 平成５・６年度設備投資計画調査報告（平成６年３月調査） 33 (H 6. 7)

○ 正念場を迎えるエステティック業界 34 (H 6. 8)

○ 泡盛製造業の現況について 34 (H 6. 8)

○ 需要低迷下生産性の向上が求められる生コン業界 35 (H 6. 9)

○ 沖縄県の花卉農業 35 (H 6. 9)

○ 沖縄県の伝統工芸産業 35 (H 6. 9)

○ データ解説
　　平成５年度マイホーム新築資金利用者調査報告
　　平成５年度マンション購入資金利用者調査報告

36 (H 6. 10)

○ 沖縄のデンファレ（切花）について 37 (H 6. 10)

○ 生産性の向上と新しい生産技術への対応が求められる印刷業界 37 (H 6. 10)

○ 貸アパート業実態調査 38 (H 6. 11)

○ 沖縄県のプレハブ住宅の現状について 38 (H 6. 11)

○ 競争激化が進む中で経営体質強化が求められる建設業 39 (H 6. 12)

○ 平成６・７年度設備投資計画調査報告（平成６年９月調査） 39 (H 6. 12)

○ インドネシア・バリ島リゾートの現状 40 (H 7. 2)

○ マンゴー栽培の現状と産地形成に向けての課題 41 (H 7. 3)

○ 総合産業への変容が求められる５００万人時代の沖縄観光 42 (H 7. 3)

○ 県内製糖業の現状 43 (H 7. 3)

○ 平成６・７年度設備投資計画調査報告（平成７年３月調査） 44 (H 7. 5)

○ 公庫住宅資金利用者に係る耐久消費財等購入実態調査 45 (H 7. 8)
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○ 動向調査 　沖縄の主要産業の動向-昭和63年度の動向を中心に 22 （H 1.12)

○ 地域産業トピックス
　　不動産賃貸　空室率が高い沖縄の貸ビル
　　サービス　　沖縄県内の人材派遣業
　　自動車分解整備業の概要

22 （H 1.12)

○ データ解説
　　昭和６３年度個人住宅建設資金利用者調査報告
　　労働生産性が低い県内製造業（工業統計調査より）

22 （H 1.12)

○ 平成元・２年度設備投資計画調査報告（平成元年３月調査） 22 （H 1.12)

○ 沖縄洋ラン切花生産の実態･本土市場調査 23 (H 2. 3)

○ タイ国の熱帯果樹農業の現状と輸出産業としての地位
　　―沖縄県の有望作目としての熱帯果樹産業に関する調査―

23 (H 2. 3)

○ データ解説
　　平成元年度個人住宅建設資金利用者調査報告

24 (H 2. 7)

○ 平成元・２年度設備投資計画調査報告（平成２年２月調査） 24 (H 2. 7)

○ 沖縄県におけるバイオマス資源活用産業  ―新規胎動産業を探る― 25 (H 2. 8)

○ 地域産業トピックス
　　琉球ガラス産業界の現況
　　成長著しい県内の生花小売業
　　県内水産加工業の生産状況
　　競合厳しい県内クリーニング業

26 (H 3. 3)

○ 平成２・３年度設備投資計画調査報告（平成２年９月調査） 26 (H 3. 3)

○ データ解説  平成２年度個人住宅建設資金利用者調査報告 27 (H 3. 7)

○ 平成２・３年度設備投資計画調査報告（平成３年３月調査） 27 (H 3. 7)

○ 沖縄県の観光土産品店 28 (H 4. 1)

○ 平成３・４年度設備投資計画調査報告（平成３年９月調査） 28 (H 4. 1)

○ データ解説　　平成３年度個人住宅建設資金利用者調査報告 29 (H 4. 8)

○ 平成３・４年度設備投資計画調査報告（平成４年３月調査） 29 (H 4. 8)

○ 平成４・５年度設備投資計画調査報告（平成４年１０月調査） 30 (H 5. 2)

○ データ解説  平成４年度マイホーム新築資金利用者調査報告 31 (H 5. 9)

○ 平成４・５年度設備投資計画調査報告（平成５年３月調査） 31 (H 5. 9)

○ 平成５・６年度設備投資計画調査報告（平成５年９月調査） 32 (H 6. 2)

○ 平成５・６年度設備投資計画調査報告（平成６年３月調査） 33 (H 6. 7)

○ 正念場を迎えるエステティック業界 34 (H 6. 8)

○ 泡盛製造業の現況について 34 (H 6. 8)

○ 需要低迷下生産性の向上が求められる生コン業界 35 (H 6. 9)

○ 沖縄県の花卉農業 35 (H 6. 9)

○ 沖縄県の伝統工芸産業 35 (H 6. 9)

○ データ解説
　　平成５年度マイホーム新築資金利用者調査報告
　　平成５年度マンション購入資金利用者調査報告

36 (H 6. 10)

○ 沖縄のデンファレ（切花）について 37 (H 6. 10)

○ 生産性の向上と新しい生産技術への対応が求められる印刷業界 37 (H 6. 10)

○ 貸アパート業実態調査 38 (H 6. 11)

○ 沖縄県のプレハブ住宅の現状について 38 (H 6. 11)

○ 競争激化が進む中で経営体質強化が求められる建設業 39 (H 6. 12)

○ 平成６・７年度設備投資計画調査報告（平成６年９月調査） 39 (H 6. 12)

○ インドネシア・バリ島リゾートの現状 40 (H 7. 2)

○ マンゴー栽培の現状と産地形成に向けての課題 41 (H 7. 3)

○ 総合産業への変容が求められる５００万人時代の沖縄観光 42 (H 7. 3)

○ 県内製糖業の現状 43 (H 7. 3)

○ 平成６・７年度設備投資計画調査報告（平成７年３月調査） 44 (H 7. 5)

○ 公庫住宅資金利用者に係る耐久消費財等購入実態調査 45 (H 7. 8)
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○ 県内駐車場業の現状と課題 46 (H 7. 9)

○ データ解説
　　平成６年度マイホーム新築資金利用者調査報告
　　平成６年度マンション購入資金利用者調査報告

47 (H 7. 9)

○ 平成６・７年度設備投資計画調査報告（平成７年９月調査） 48 (H 7. 12)

○ 薬草加工販売業の現状と課題 49 (H 8. 1)

○ 新規開業の実態 50 (H 8. 1)

○ 持家取得実態調査 51 (H 8. 3)

○ 「わしたショップ」―拠点方式による県産品のマーケティング― 52 (H 8. 5)

○ 平成７・８年度設備投資計画調査報告（平成８年３月調査） 53 (H 8. 6)

○ 沖縄県におけるタラソテラピー事業可能性の検討　(フランス・タラソテラピー業界視察報告) 54 (H 8. 6)

○ 沖縄での展開が有望なタラソテラピーについて 54 (H 8. 6)

○ 県内小売業の現状 55 (H 8. 7)

○ データ解説
　　平成７年度マイホーム新築資金利用者調査報告
　　平成７年度マンション購入資金利用者調査報告

56 (H 8. 7)

○ 沖縄の養蜂 57 (H 8. 8)

○ 平成７・８年度設備投資計画調査報告（平成８年９月調査） 58 (H 8. 12)

○ 県内レンタカー業の現状
―大規模な規制緩和のもと、更なる発展が見込まれる県内レンタカー業―

59 (H 9. 1)

○ 県内貸ビル業の現状
　　―空室率が高い沖縄の貸ビル―

60 (H 9. 2)

○ マイホーム新築資金住宅の建設実態 61 (H 9. 3)

○ 車エビ養殖業の現状と課題
―全国一の生産県となるも市況悪化への対応が迫られる車エビ養殖業界―

62 (H 9. 4)

○ 台湾の中小企業とＯＥＭ 63 (H 9. 5)

○ 平成８・９年度設備投資計画調査報告（平成９年３月調査） 64 (H 9. 6)

○ データ解説
　　平成８年度マイホーム新築資金利用者調査報告
　　平成８年度マンション購入資金利用者調査報告

65 (H 9. 10)

○ 公庫住宅資金利用者に係る耐久消費財等購入実態調査 66 (H 9. 10)

○ 平成８・９年度設備投資計画調査報告（平成９年９月調査） 67 (H 9. 12)

○ 廃棄物リサイクル産業の現状と課題 68 (H 10. 6)

○ 平成９・１０年度設備投資計画調査報告（平成１０年３月調査） 69 (H 10. 6)

○ 沖縄の産業振興とマルチメディア 70 (H 10. 7)

○ データ解説
　　平成９年度マイホーム新築資金利用者調査報告
　　平成９年度マンション購入資金利用者調査報告

71 (H 10. 10)

○ 平成９・１０年度設備投資計画調査報告（平成１０年９月調査） 72 (H 10. 12)

○ 平成９年度ホテル経営状況 73 (H 10. 12)

○ ダイビング業界の現状と課題 74 (H 11. 3)

○ 平成１０・１１年度設備投資計画調査報告（平成１１年３月調査） 75 (H 11. 8)

○ 平成１０・１１年度設備投資計画調査報告（平成１１年９月調査） 76 (H 11. 12)

○ 平成１０年度ホテル経営状況 77 (H 12. 2)

○ 新規開業の現状と創業支援 78 (H 12. 5)

○ 沖縄観光の構造転換に向けた整備課題　　―ハワイを比較軸として― 79 (H 12. 7)

○ １９９９・２０００年度設備投資計画調査報告（２０００年３月調査） 80 (H 12. 8)

○ １９９９・２０００年度設備投資計画調査報告（２０００年９月調査） 81 (H 12. 12)

○ データ解説
　　平成１１年度マイホーム新築資金利用者調査報告
　　平成１１年度マンション購入資金利用者調査報告

82 (H 13. 1)

○ 台湾アグロインダストリー調査報告 83 (H 13. 3)

○ １９９９年度ホテル経営状況 84 (H 13. 3)
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○ ２０００・２００１年度設備投資計画調査報告（２００１年３月調査） 85 (H 13. 5)

○ 地方都市の水産物市場と水産業の振興
　　―自由な市場と消費の拡大―

86 (H 13. 7)

○ ２０００・２００１年度設備投資計画調査報告（２００１年９月調査） 87 (H 13. 12)

○ マンションの維持管理に関する調査報告 88 (H 14. 1)

○ 台湾情報通信産業調査報告 89 (H 14. 2)

○ ２０００年度ホテル経営状況 90 (H 14. 3)

○ 県内ホテルの経営課題と改善に向けた方向性 90 (H 14. 3)

○ ２００１・２００２年度設備投資計画調査報告（２００２年３月調査） 91 (H 14. 6)

○ データ解説
　　平成１３年度マイホーム新築資金利用者調査報告
　　平成１３年度マンション購入資金利用者調査報告

92 (H 14. 11)

○ ２００１・２００２年度設備投資計画調査報告（２００２年９月調査） 93 (H 14. 12)

○ ２００１年度ホテル経営状況 94 (H 15. 7)

○ ２００２・２００３年度設備投資計画調査報告（２００３年３月調査） 95 (H 15. 8)

○ ２００２・２００３年度設備投資計画調査報告（２００３年９月調査） 96 (H 16. 1)

○ ２００３・２００４年度設備投資計画調査報告（２００４年３月調査） 97 (H 16. 6)

○ データ解説
　　平成１４年度マイホーム新築資金利用者調査報告
　　平成１４年度マンション購入資金利用者調査報告

98 (H 16. 7)

○ ２００２年度ホテル経営状況 99 (H 16. 8)

○ ２００３・２００４年度設備投資計画調査報告（２００４年９月調査） 100 (H 16. 11)

○ ２００４・２００５年度設備投資計画調査報告（２００５年３月調査） 101 (H 17. 6)

○ ２００４・２００５年度設備投資計画調査報告（２００５年９月調査） 102 (H 17. 11)

○ ２００５・２００６年度設備投資計画調査報告（２００６年３月調査） 103 (H 18. 9)

○ 泡盛業界の現状と課題
　－最近の泡盛・もろみ酢の動向を中心に－

104 (H 18. 10)

○ ２００５・２００６年度設備投資計画調査報告（２００６年９月調査） 105 (H 18. 12)

○ ２００６・２００７年度設備投資計画調査報告（２００７年３月調査） 106 (H 19. 9)

○ ２００６・２００７年度設備投資計画調査報告（２００７年９月調査） 107 (H 19. 11)

○ バイオエタノールの現状
 －ＪＥＴＲＯ・ブラジルバイオエタノールミッション報告－

108 (H 20. 3)

○ ２００７・２００８年度設備投資計画調査報告（２００８年３月調査） 109 (H 20. 6)

○ 沖縄公庫取引先からみた新規開業の現状 110 (H 20. 7)

○ ２００７・２００８年度設備投資計画調査報告（２００８年９月調査） 111 (H 20. 11)

○ ２００７年度県内主要ホテルの稼動状況 112 (H 20. 12)

○ ２００８・２００９年度設備投資計画調査報告（２００９年３月調査） 113 (H 21. 6)

○ ２００８・２００９年度設備投資計画調査報告（２００９年９月調査） 114 (H 21. 12)

○ 沖縄県内ホテルのホスピタリティ向上への取り組み状況
２００８年度県内主要ホテルの稼動状況

115 (H 22. 3)

○ ２００９・２０１０年度設備投資計画調査報告（２０１０年３月調査） 116 (H 22. 6)

○ ２００９年度県内主要ホテルの稼動状況 117 (H 22. 7)

○ 沖縄公庫取引先からみた新規開業の現状２０１０ 118 (H 22. 9)

○ ２００９・２０１０年度設備投資計画調査報告（２０１０年９月調査） 119 (H 22. 11)

○ 沖縄県内の「道の駅」と「農産物直売所」 120 (H 23. 4)

○ ２０１０・２０１１年度設備投資計画調査報告（２０１１年３月調査） 121 (H 23. 6)

○ ２０１０年度県内主要ホテルの稼働状況
東日本大震災による県内主要ホテルへの影響

122 (H 23. 7)

○ ２０１０・２０１１年度設備投資計画調査報告（２０１１年９月調査） 123 (H 23. 11)

○ 平成２２年度  沖縄公庫教育資金利用者調査報告 124 (H 24. 4)

50

○ ２０１１・２０１２年度設備投資計画調査報告（２０１２年３月調査） 125 (H 24. 6)

○ ２０１１年度県内主要ホテルの稼働状況
八重山主要ホテルの稼働状況

126 (H 24. 10)

○ ２０１１・２０１２年度設備投資計画調査報告（２０１２年９月調査） 127 (H 24. 11)

○ 沖縄：新たな挑戦　経済のグローバル化と地域の繁栄
　世界の目を沖縄へ、沖縄の心を世界へ

128 (H 25. 2)

○ OKINAWA: THE CHALLENGES AHEAD THRIVING LOCALLY
IN A GLOBALIZED ECONOMY
"AS THE EYES OF THE WORLD FOCUS ON OKINAWA
 OKINAWA OFFERS ITS HEART TO THE WORLD"

129 (H 25. 2)

○ ２０１２・２０１３年度設備投資計画調査報告（２０１３年３月調査） 130 (H 25. 6)

○ ２０１２年度県内主要ホテルの稼働状況 131 (H 25. 9)

○ ２０１２・２０１３年度設備投資計画調査報告（２０１３年９月調査） 132 (H 25. 12)

○ 平成２４年度  沖縄公庫教育資金利用者調査報告 133 (H 26. 5)

○ ２０１３・２０１４年度設備投資計画調査報告（２０１４年３月調査） 134 (H 26. 6)

○ 世界自然遺産登録を活かした奄美・琉球の地域活性化策
（やんばる地域・西表島編）～持続可能な地域づくりに向けて～

135 (H 26. 6)

○ 県内主要ホテルの動向分析
　第一部　２０１３年度県内主要ホテルの稼働状況
　第二部　シティホテルの長期稼動状況からみた今後の取組
　第三部　県内の宿泊特化型ホテルの動向分析

136 (H 26. 10)

○ ２０１３・２０１４年度設備投資計画調査報告（２０１４年９月調査） 137 (H 26. 11)

○ 「人手不足の影響と人材確保の取組」に関する調査報告 138 (H 27. 4)

○ 「沖縄の６次産業化認定企業の現況と今後の取組」に関する調査報告 139 (H 27. 5)

○ ２０１４・２０１５年度設備投資計画調査報告（２０１５年３月調査） 140 (H 27. 6)

○ 沖縄公庫取引先からみた新規開業の現状２０１５ 141 (H 27. 10)

○ 県内主要ホテルの動向分析
　第一部　２０１４年度県内主要ホテルの稼働状況
　第二部　新石垣空港開港に伴う八重山地域主要ホテルの稼働状況

142 (H 27. 11)

○ ２０１４・２０１５年度設備投資計画調査報告（２０１５年９月調査） 143 (H 27. 11)

○ 平成26年度　沖縄公庫教育資金利用者調査報告 144 (H 28. 3)

○ 「インバウンドの影響とその取組」に関する調査報告 145 (H 28. 3)

○ ２０１５・２０１６年度設備投資計画調査報告（２０１６年３月調査） 146 (H 28. 6)

○ ２０１５・２０１６年度設備投資計画調査報告（２０１６年９月調査） 147 (H 28. 11)

○ 県内主要ホテルの動向分析
　第一部　２０１５年度県内主要ホテルの稼働状況
　第二部　沖縄県内主要ホテルの人手不足に関する調査報告

148 (H 28. 12)

○ 「沖縄における若年雇用問題 －ミスマッチを生む意識構造の分析を中心に－ 」
に関する調査報告

149 (H 29. 2)

○ 定住・交流人口の維持・増加に向けた考察
　第一部　沖縄への移住意向に関する調査報告
　第二部　沖縄の離島観光に関する意識調査報告

150 (H 29. 5)

○ ２０１６・２０１７年度設備投資計画調査報告（２０１７年３月調査） 151 (H 29. 5)

○ 県内主要ホテルの動向分析
　第一部　２０１６年度県内主要ホテルの稼働状況
　第二部　リーマンショック直前からの長期推移

152 (H 29. 10)

○ ２０１６・２０１７年度設備投資計画調査報告（２０１７年９月調査） 153 (H 29. 11)

○ 拡大する沖縄経済の下で深刻化する人手不足
　～県内企業への影響と課題への対応～

154 (H 30. 1)

○ 県内小規模企業実態調査報告 155 (H 30. 5)

○ ２０１７・２０１８年度設備投資計画調査報告（２０１８年３月調査） 156 (H 30. 6)

○ 教育資金と進学意識に関する調査結果
　　第一部　平成２８年度　沖縄公庫教育資金利用者調査
　　第二部　進学に対する親と学生の意識調査

157 (H 30. 6)

○ 沖縄公庫取引先からみた泡盛メーカーの現状と課題について 158 (H 30. 7)
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○ ２０００・２００１年度設備投資計画調査報告（２００１年３月調査） 85 (H 13. 5)

○ 地方都市の水産物市場と水産業の振興
　　―自由な市場と消費の拡大―

86 (H 13. 7)

○ ２０００・２００１年度設備投資計画調査報告（２００１年９月調査） 87 (H 13. 12)

○ マンションの維持管理に関する調査報告 88 (H 14. 1)

○ 台湾情報通信産業調査報告 89 (H 14. 2)

○ ２０００年度ホテル経営状況 90 (H 14. 3)

○ 県内ホテルの経営課題と改善に向けた方向性 90 (H 14. 3)

○ ２００１・２００２年度設備投資計画調査報告（２００２年３月調査） 91 (H 14. 6)

○ データ解説
　　平成１３年度マイホーム新築資金利用者調査報告
　　平成１３年度マンション購入資金利用者調査報告

92 (H 14. 11)

○ ２００１・２００２年度設備投資計画調査報告（２００２年９月調査） 93 (H 14. 12)

○ ２００１年度ホテル経営状況 94 (H 15. 7)

○ ２００２・２００３年度設備投資計画調査報告（２００３年３月調査） 95 (H 15. 8)

○ ２００２・２００３年度設備投資計画調査報告（２００３年９月調査） 96 (H 16. 1)

○ ２００３・２００４年度設備投資計画調査報告（２００４年３月調査） 97 (H 16. 6)

○ データ解説
　　平成１４年度マイホーム新築資金利用者調査報告
　　平成１４年度マンション購入資金利用者調査報告

98 (H 16. 7)

○ ２００２年度ホテル経営状況 99 (H 16. 8)

○ ２００３・２００４年度設備投資計画調査報告（２００４年９月調査） 100 (H 16. 11)

○ ２００４・２００５年度設備投資計画調査報告（２００５年３月調査） 101 (H 17. 6)

○ ２００４・２００５年度設備投資計画調査報告（２００５年９月調査） 102 (H 17. 11)

○ ２００５・２００６年度設備投資計画調査報告（２００６年３月調査） 103 (H 18. 9)

○ 泡盛業界の現状と課題
　－最近の泡盛・もろみ酢の動向を中心に－

104 (H 18. 10)

○ ２００５・２００６年度設備投資計画調査報告（２００６年９月調査） 105 (H 18. 12)

○ ２００６・２００７年度設備投資計画調査報告（２００７年３月調査） 106 (H 19. 9)

○ ２００６・２００７年度設備投資計画調査報告（２００７年９月調査） 107 (H 19. 11)

○ バイオエタノールの現状
 －ＪＥＴＲＯ・ブラジルバイオエタノールミッション報告－

108 (H 20. 3)

○ ２００７・２００８年度設備投資計画調査報告（２００８年３月調査） 109 (H 20. 6)

○ 沖縄公庫取引先からみた新規開業の現状 110 (H 20. 7)

○ ２００７・２００８年度設備投資計画調査報告（２００８年９月調査） 111 (H 20. 11)

○ ２００７年度県内主要ホテルの稼動状況 112 (H 20. 12)

○ ２００８・２００９年度設備投資計画調査報告（２００９年３月調査） 113 (H 21. 6)

○ ２００８・２００９年度設備投資計画調査報告（２００９年９月調査） 114 (H 21. 12)

○ 沖縄県内ホテルのホスピタリティ向上への取り組み状況
２００８年度県内主要ホテルの稼動状況

115 (H 22. 3)

○ ２００９・２０１０年度設備投資計画調査報告（２０１０年３月調査） 116 (H 22. 6)

○ ２００９年度県内主要ホテルの稼動状況 117 (H 22. 7)

○ 沖縄公庫取引先からみた新規開業の現状２０１０ 118 (H 22. 9)

○ ２００９・２０１０年度設備投資計画調査報告（２０１０年９月調査） 119 (H 22. 11)

○ 沖縄県内の「道の駅」と「農産物直売所」 120 (H 23. 4)

○ ２０１０・２０１１年度設備投資計画調査報告（２０１１年３月調査） 121 (H 23. 6)

○ ２０１０年度県内主要ホテルの稼働状況
東日本大震災による県内主要ホテルへの影響

122 (H 23. 7)

○ ２０１０・２０１１年度設備投資計画調査報告（２０１１年９月調査） 123 (H 23. 11)

○ 平成２２年度  沖縄公庫教育資金利用者調査報告 124 (H 24. 4)
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○ ２０１１・２０１２年度設備投資計画調査報告（２０１２年３月調査） 125 (H 24. 6)

○ ２０１１年度県内主要ホテルの稼働状況
八重山主要ホテルの稼働状況

126 (H 24. 10)

○ ２０１１・２０１２年度設備投資計画調査報告（２０１２年９月調査） 127 (H 24. 11)

○ 沖縄：新たな挑戦　経済のグローバル化と地域の繁栄
　世界の目を沖縄へ、沖縄の心を世界へ

128 (H 25. 2)

○ OKINAWA: THE CHALLENGES AHEAD THRIVING LOCALLY
IN A GLOBALIZED ECONOMY
"AS THE EYES OF THE WORLD FOCUS ON OKINAWA
 OKINAWA OFFERS ITS HEART TO THE WORLD"

129 (H 25. 2)

○ ２０１２・２０１３年度設備投資計画調査報告（２０１３年３月調査） 130 (H 25. 6)

○ ２０１２年度県内主要ホテルの稼働状況 131 (H 25. 9)

○ ２０１２・２０１３年度設備投資計画調査報告（２０１３年９月調査） 132 (H 25. 12)

○ 平成２４年度  沖縄公庫教育資金利用者調査報告 133 (H 26. 5)

○ ２０１３・２０１４年度設備投資計画調査報告（２０１４年３月調査） 134 (H 26. 6)

○ 世界自然遺産登録を活かした奄美・琉球の地域活性化策
（やんばる地域・西表島編）～持続可能な地域づくりに向けて～

135 (H 26. 6)

○ 県内主要ホテルの動向分析
　第一部　２０１３年度県内主要ホテルの稼働状況
　第二部　シティホテルの長期稼動状況からみた今後の取組
　第三部　県内の宿泊特化型ホテルの動向分析

136 (H 26. 10)

○ ２０１３・２０１４年度設備投資計画調査報告（２０１４年９月調査） 137 (H 26. 11)

○ 「人手不足の影響と人材確保の取組」に関する調査報告 138 (H 27. 4)

○ 「沖縄の６次産業化認定企業の現況と今後の取組」に関する調査報告 139 (H 27. 5)

○ ２０１４・２０１５年度設備投資計画調査報告（２０１５年３月調査） 140 (H 27. 6)

○ 沖縄公庫取引先からみた新規開業の現状２０１５ 141 (H 27. 10)

○ 県内主要ホテルの動向分析
　第一部　２０１４年度県内主要ホテルの稼働状況
　第二部　新石垣空港開港に伴う八重山地域主要ホテルの稼働状況

142 (H 27. 11)

○ ２０１４・２０１５年度設備投資計画調査報告（２０１５年９月調査） 143 (H 27. 11)

○ 平成26年度　沖縄公庫教育資金利用者調査報告 144 (H 28. 3)

○ 「インバウンドの影響とその取組」に関する調査報告 145 (H 28. 3)

○ ２０１５・２０１６年度設備投資計画調査報告（２０１６年３月調査） 146 (H 28. 6)

○ ２０１５・２０１６年度設備投資計画調査報告（２０１６年９月調査） 147 (H 28. 11)

○ 県内主要ホテルの動向分析
　第一部　２０１５年度県内主要ホテルの稼働状況
　第二部　沖縄県内主要ホテルの人手不足に関する調査報告

148 (H 28. 12)

○ 「沖縄における若年雇用問題 －ミスマッチを生む意識構造の分析を中心に－ 」
に関する調査報告

149 (H 29. 2)

○ 定住・交流人口の維持・増加に向けた考察
　第一部　沖縄への移住意向に関する調査報告
　第二部　沖縄の離島観光に関する意識調査報告

150 (H 29. 5)

○ ２０１６・２０１７年度設備投資計画調査報告（２０１７年３月調査） 151 (H 29. 5)

○ 県内主要ホテルの動向分析
　第一部　２０１６年度県内主要ホテルの稼働状況
　第二部　リーマンショック直前からの長期推移

152 (H 29. 10)

○ ２０１６・２０１７年度設備投資計画調査報告（２０１７年９月調査） 153 (H 29. 11)

○ 拡大する沖縄経済の下で深刻化する人手不足
　～県内企業への影響と課題への対応～

154 (H 30. 1)

○ 県内小規模企業実態調査報告 155 (H 30. 5)

○ ２０１７・２０１８年度設備投資計画調査報告（２０１８年３月調査） 156 (H 30. 6)

○ 教育資金と進学意識に関する調査結果
　　第一部　平成２８年度　沖縄公庫教育資金利用者調査
　　第二部　進学に対する親と学生の意識調査

157 (H 30. 6)

○ 沖縄公庫取引先からみた泡盛メーカーの現状と課題について 158 (H 30. 7)

51
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○ ２０１７・２０１８年度設備投資計画調査報告（２０１８年９月調査） 159 (H 30. 11)

○ 県内主要ホテルの動向分析 160 (H 31. 3)
　第一部　２０１７年度県内主要ホテルの稼働状況
  第二部　県内主要ホテルの改装動向

○ ２０１８・２０１９年度設備投資計画調査報告（２０１９年３月調査） 161 (R 1. 6 )

○ ２０１８・２０１９年度設備投資計画調査報告（２０１９年９月調査） 162 (R 1. 11 )

○ ２０１８年度県内主要ホテルの稼働状況 163 (R 1. 12 )

○ 平成３０年度　沖縄公庫教育資金利用者調査 164 (R 2. 3 )

○ ２０１９・２０２０年度設備投資計画調査報告（２０２０年３月調査） 165 (R 2. 6 )

○ ２０１９・２０２０年度設備投資計画調査報告（２０２０年９月調査） 166 (R 2.12 )

○ 沖縄県内の物流需給バランスの現状と将来推計について 167 (R 3. 3 )

○ 沖縄公庫取引先の事業承継に関する実態調査 168 (R 3. 3 )

○ ２０１９年度県内主要ホテルの稼働状況 169 (R 3. 6 )

○ コロナ禍における自治体経営の状況と今後の展望 170 (R 3. 6 )

○ 「コロナ禍における旅行者の動向と沖縄が取り組むべき事項」に関する調査
　第一部　「コロナ禍における日本人旅行者の動向と沖縄が取り組むべき事項」
            に関する調査報告
　第二部　「コロナ禍における訪日外国人旅行者の意向と沖縄が取り組むべき事項」
             ～DBJ・JTBFアジア・欧米豪 訪日外国人旅行者の意向調査
　　　　　　（２０２０年度　新型コロナ影響度　特別調査）より～

171 (R 3. 6 )

○ ２０２０・２０２１年度設備投資計画調査報告（２０２１年３月調査） 172 (R 3. 6 )

○ ２０２０・２０２１年度設備投資計画調査報告（２０２１年９月調査） 173 (R 3. 10 )

○ ２０２０年度県内主要ホテルの稼働状況 174 (R 3. 11 )

○ 新型コロナウイルス感染症の県内景況に及ぼす影響について 175 (R 4. 2 )

○ 令和２年度　沖縄公庫教育資金利用者調査
　　第一部　令和２年度　沖縄公庫教育資金利用者調査
　　第二部　令和２年度　沖縄公庫教育資金利用者意識調査

176 (R 4. 3 )

○ ポストコロナ時代に向けた自治体経営の状況と今後の展望 177 (R 4. 5 )

○ コロナ禍における日本人・訪日外国人の沖縄旅行に関する調査
　第一部　コロナ禍における日本人の沖縄旅行に関する調査(２０２１年版)
　第二部　コロナ禍における訪日外国人旅行者の意向調査　【沖縄版】
              ～DBJ・JTBFアジア・欧米豪訪日外国人旅行者の意向調査
              (第２回 新型コロナ影響度 特別調査)より～

178 (R 4. 5 )

○ 「ポストコロナ時代における沖縄観光のあり方」に関する調査
～これからの“旅行牽引世代”の意向を踏まえた観光（観光地）とは～

179 (R 4. 6 )

○ ２０２１・２０２２年度設備投資計画調査報告（２０２２年３月調査） 180 (R 4. 6 )

〇 ２０２１・２０２２年度設備投資計画調査報告（２０２２年９月調査） 181 (R 4. 11 )

〇 ２０２１年度県内主要ホテルの稼働状況 182 (R 5. 1 )

〇 ポストコロナ時代における沖縄観光の二次交通に関する調査
～レンタカーを利用しない観光客のニーズから考える移動手段～

183 (R 5. 6 )

〇 コロナ禍からの再始動に向けた日本人・訪日外国人の沖縄旅行に関する調査
　第一部　コロナ禍における日本人の沖縄旅行に関する調査（2022年度版）
　第二部　訪日外国人旅行者のサステナブルツーリズムへの意向と沖縄観光につい
て

184 (R 5. 6 )

〇 県内都市公園の現況と課題に関する調査 185 （R5.6）
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